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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

 （注）１．売上高に消費税等は含まれておりません。 

２．第45期から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期 

決算年月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 

売上高（百万円） 46,465 50,381 47,752 47,000 50,066 

経常利益（百万円） 5,544 6,420 6,618 5,918 6,443 

当期純利益（百万円） 3,270 3,622 3,882 3,713 4,147 

純資産額（百万円） 43,394 46,480 51,572 55,104 59,024 

総資産額（百万円） 69,450 74,670 75,515 79,735 84,010 

１株当たり純資産額（円） 1,074.32 1,150.84 1,248.95 1,335.62 1,407.73 

１株当たり当期純利益（円） 79.96 88.71 94.04 90.00 100.12 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益（円） 
79.86 80.95 86.84 83.98 93.80 

自己資本比率（％） 62.5 62.2 68.3 69.1 70.3 

自己資本利益率（％） 7.73 8.06 7.92 6.96 7.27 

株価収益率（倍） 17.76 17.33 19.03 19.40 21.62 

営業活動による 

キャッシュ・フロー(百万円) 
5,444 5,706 6,970 4,160 7,693 

投資活動による 

キャッシュ・フロー(百万円) 
△1,409 △5,832 △5,489 △4,504 △3,872 

財務活動による 

キャッシュ・フロー(百万円) 
1,025 △808 △1,013 △1,032 △1,448 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
12,983 12,049 12,541 11,204 13,526 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]（人) 

969 

[306] 

981 

[325] 

1,008 

[337] 

1,050 

[331] 

1,068 

[346] 



(2)提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高に消費税等は含まれておりません。 

２．第42期の１株当たり配当額には、特別配当５円を含んでおります。 

３．第45期から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期 

決算年月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 

売上高（百万円） 44,239 48,515 45,570 43,784 45,955 

経常利益（百万円） 5,311 6,134 6,137 5,535 5,853 

当期純利益（百万円） 3,060 3,382 3,524 3,374 3,708 

資本金（百万円） 3,542 3,542 4,247 4,247 4,769 

発行済株式総数（株） 40,357,200 40,357,200 41,266,871 41,266,871 41,940,415 

純資産額（百万円） 43,780 46,630 51,230 54,193 57,628 

総資産額（百万円） 69,655 74,578 75,004 78,528 82,131 

１株当たり純資産額（円） 1,083.88 1,154.57 1,240.68 1,313.53 1,374.45 

１株当たり配当額（円） 

(うち１株当たり中間配当額

（円）) 

20.00 

(－) 

25.00 

(－) 

25.00 

(－) 

25.00 

(－) 

30.00 

(10) 

１株当たり当期純利益（円） 74.75 82.78 85.27 81.79 89.52 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
74.65 75.53 78.74 76.32 83.86 

自己資本比率（％） 62.9 62.5 68.3 69.0 70.2 

自己資本利益率（％） 7.17 7.48 7.20 6.40 6.63 

株価収益率（倍） 19.00 18.57 20.99 21.35 24.18 

配当性向（％） 26.76 30.19 29.32 30.57 33.51 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]（人） 

826 

[223] 

834 

[239] 

840 

[242] 

855 

[240] 

856 

[260] 



２【沿革】 

明治36年５月 長谷川香料株式会社の前身である長谷川藤太郎商店を東京市日本橋区（現東京都中央区）に設立

し、香料の取扱を開始 

昭和23年12月 長谷川藤太郎商店を法人組織とし、株式会社長谷川藤太郎商店を設立（資本金600千円） 

年月 事項 

昭和36年12月 香料の製造及び販売を目的として東京都中央区日本橋本町四丁目９番地に長谷川香料株式会社を

設立（資本金45,000千円）し、株式会社長谷川藤太郎商店より業務一切を引き継ぐ 

昭和39年11月 埼玉県深谷市に深谷工場（現深谷事業所）を新設し、川崎工場より食品香料製造部門を移転して

生産量の増大に対処 

昭和44年10月 川崎工場の合成香料製造部門の深谷工場への移転に伴い、川崎工場の研究部門を拡充し川崎研究

所（現技術研究所）を開設 

昭和52年８月 深谷事業所に川崎工場の香粧品香料製造部門を移転し、すべての製造部門を深谷事業所に集結 

昭和53年12月 北米地域における活動拠点として米国カリフォルニア州ローンデール市に現地法人T.HASEGAWA 

U.S.A.,INC.を設立 

昭和59年１月 群馬県邑楽郡板倉町に板倉工場を新設、食品香料の生産を開始 

昭和59年５月 長野県塩尻市にフルーツ加工品製造のために合弁会社として株式会社エー・ティ・エイチを設立 

平成元年３月 米国のT.HASEGAWA U.S.A.,INC.を業容拡大に伴いカリフォルニア州セリトス市に移転、研究・生

産・販売体制を強化 

平成２年11月 シンガポールに東南アジアにおける活動拠点として現地法人T.HASEGAWA CO.(S.E.ASIA)PTE. 

LTD.を設立 

平成３年９月 香港に香港支店を開設 

平成３年10月 長谷藤株式会社を合併（合併後資本金1,622,100千円） 

平成７年６月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

平成９年４月 中華人民共和国上海市に同国における活動拠点として上海駐在員事務所を開設 

平成12年３月 東京証券取引所市場第二部に上場 

平成13年３月 東京証券取引所市場第一部に上場 

平成13年３月 フルーツ加工品の生産子会社として平成11年11月に設立した長谷川ファインフーズ株式会社（本

社：東京都中央区、工場：群馬県邑楽郡板倉町／資本金50,000千円）の工場が本稼働 

平成13年10月 中華人民共和国上海市に現地生産拠点として平成12年１月に設立した長谷川香料（上海）有限公

司の工場が本稼働 

平成13年11月 深谷事業所及び板倉工場がISO14001認証取得 

平成15年10月 創業100周年記念事業として財団法人長谷川留学生奨学財団を設立 

平成15年12月 製造部門、品質保証部及び資材部がISO9001認証取得（平成10年12月取得のISO9002からの拡大移

行） 

平成15年12月 長谷川ファインフーズ株式会社の該当製品についてHACCP認証取得 

平成16年１月 タイ王国に東南アジアにおける活動拠点として平成15年11月に設立したT.HASEGAWA (SOUTHEAST 

ASIA)CO.,LTD.が活動を開始（T.HASEGAWA CO.(S.E.ASIA)PTE.LTD.は閉鎖） 

平成16年２月 長谷川香料（上海）有限公司がISO9001認証取得 

平成16年５月 深谷事業所の該当製品についてHACCP認証取得 

平成16年９月 香港支店を閉鎖 

平成18年８月 中華人民共和国における第２生産拠点として長谷川香料（蘇州）有限公司を設立 

平成18年11月 

平成19年９月 

長谷川ファインフーズ株式会社がISO9001認証取得 

ISO9001認証全社拡大 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、下記の香料品目の製造ならびに販売あるいはこれらに関連する事業

を行っております。 

 なお、当社グループの事業は、「連結財務諸表」の注記に記載のとおり、単一セグメントであるため、内部管理上

の部門区分により、事業内容の説明を記載しております。 

○ フレグランス部門：香水・クリーム等の化粧品、シャンプー・石鹸等のトイレタリー製品、洗剤等のハウスホ

ールド製品に用いられる香粧品香料等。 

○ 食品部門：飲料・菓子・冷菓・デザート・即席麺スープ等に用いられるエッセンス・食品用油性香料・食品用

粉末香料・シーズニング・フルーツ加工品・天然色素等。 

区分 主要品目 主要用途 

製品 

フレグランス部門 

香粧品香料 
香水、オーデコロン等のフレグランス製品。クリーム、口紅、

ヘアトニック等の化粧品。シャンプー、石鹸等のトイレタリー

製品。芳香剤、洗剤等のハウスホールド製品。 

香粧品製品 

合成香料 

食品部門 

エッセンス 飲料、冷菓、デザート等。 

食品用油性香料 菓子、スープ、酪農・油脂製品等。 

食品用乳化香料 飲料、菓子、冷菓等。 

食品用粉末香料 菓子、スープ、食肉・水産加工品等。 

食品用抽出香料 飲料、冷菓、菓子等。 

シーズニング スープ、菓子、調味料等。 

エキストラクト 飲料、冷菓、デザート等。 

加工食品素材 加工食品、飲料、菓子等。 

フルーツ加工品 飲料、冷菓、デザート等。 

天然色素 飲料、加工食品等。 

商品 

フレグランス部門 化粧品素材等 化粧品等。 

食品部門 
フルーツ加工品 

飲料、冷菓、デザート等。 
果汁 



［事業系統図］ 

 当社グループは、当社、子会社６社及び関連会社２社で構成されており、その事業系統図及び主な事業内容は、次のと

おりであります。 

主な事業内容は、下記のとおりであります。 

 （注）１．当社は、堆肥原料となる農産物系の廃棄物を産業廃棄物業者経由にて㈱小海コンポースへ供給しているた 

      め、当社と㈱小海コンポースの間に直接の取引はありません。 

２．長谷川香料（蘇州）有限公司は、平成18年８月に設立し、工場建設準備中であり、当社との間に営業取引は

ありません。 

会社名 部門区分 事業内容 

長谷川ファインフーズ㈱ 食品部門 農畜産物の加工及び販売 

㈱エー・ティ・エイチ 食品部門 フルーツ加工品の製造及び販売 

㈱小海コンポース その他 有機質肥料の製造及び販売 

T.HASEGAWA U.S.A.,INC. 
フレグランス

及び食品部門 

各種香料の製造及び販売、各種香料・原材料・食品

加工の調査 

長谷川香料（上海）有限公司 
フレグランス

及び食品部門 
各種香料の製造及び販売 

 T.HASEGAWA (SOUTHEAST ASIA) CO.,LTD. 
フレグランス

及び食品部門 
各種香料のセールス外交及び市場調査 

上海長谷川香精貿易有限公司 
フレグランス

及び食品部門 
各種香料及び香料原材料の輸出入 

長谷川香料（蘇州）有限公司 食品部門 各種食品香料の製造及び販売 



４【関係会社の状況】 

(1）連結子会社 

 （注）１．T.HASEGAWA U.S.A.,INC.、長谷川香料(上海)有限公司及び長谷川香料（蘇州）有限公司は特定子会社であり

      ます。 

２．上記子会社は有価証券届出書または有価証券報告書を提出しておりません。 

     ３．長谷川香料（蘇州）有限公司は平成18年８月に設立し、工場建設準備中であり、当社との間に営業取引はあ

      りません。 

(2）持分法適用関連会社 

 該当会社はありません。 

(3）その他の関係会社 

 該当会社はありません。 

名称 住所 
資本金 
又 は 
出資金 

主要な事業の内容 
議決権の
所有割合
（％） 

関係内容 

役員の兼任 

資金 
援助 

営業上 
の取引 

設備の 
賃貸借 

業務提
携等 

当社 
役員

（人）

当社 
従業員
（人）

T.HASEGAWA 

U.S.A.,INC. 

米国カリフォル

ニア州 

セリトス市 

15,200 

千米ドル 

各種香料の製造及び

販売 

各種香料・原材料 

・食品加工の調査 

100 6 1 － 

各種香料

の販売先

及び仕入

先 

なし なし 

長谷川香料

（上海） 

有限公司 

中華人民共和国 

上海市 

16,000 

千米ドル 

各種香料の製造及び

販売 
100 6 2 － 

各種香料

の販売先

及び仕入

先 

なし なし 

長谷川ファイ

ンフーズ㈱ 
東京都中央区 

50 

百万円 

農畜産物の加工及び

販売 
100 4 1 － 

委託加工

先 

工場

一式 
なし 

長谷川香料 

(蘇州）   

有限公司 

中華人民共和国 

蘇州市  

15,500 

千米ドル 

各種食品香料の製造

及び販売 
100 6 2 － なし なし なし 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．当社グループ（当社及び連結子会社・・・以下同じ）の事業は単一セグメントであるため、内部管理上の部

門区分により記載しております。 

２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

なお、臨時雇用者数は、個々の就労時間が所定の時間と異なる場合があるため、個々の年間就労時間の積算

値を所定の年間就労時間で除した値を平均人員として記載しております。 

３．従業員数には、当社グループからグループ外への出向者５名は含んでおりません。 

４．共通として記載されている従業員数は、特定の事業に区分できない部門に所属する者の人員数であります。

(2)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

なお、臨時雇用者数は上記「(1）連結会社の状況」と同様の算出方法による値を記載しております。 

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

３．従業員数には、他社への出向者35名は含んでおりません。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は、長谷川香料労働組合と称し、昭和46年６月14日に結成されました。なお、平成19年９月30日現在、

組合員数は495名であります。 

 労使関係は円滑に推移しており、特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

事業の部門別 従業員数（人） 

フレグランス部門 97 (13) 

食品部門 507 (268) 

共通 464 (65) 

合計 1,068 (346) 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

 856（260） 40.8 17.5 7,610,873 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、輸出の増加、企業収益の改善、設備投資の増加などにより景気は緩やか

な拡大基調にありました。 

一方、香料業界におきましては、国内市場の成熟化、同業者間での競争激化、原油や原材料の値上がりによるコス

トアップ、品質保証に対する要求強化など依然として厳しい状況にあります。 

 このような厳しい環境の中で、当社グループは製品の品質管理と安全性の確保を第一に、研究・技術開発力の一

層の向上に努め、当社独自の高品質・高付加価値製品の開発に注力してまいりました。 

 その結果、当連結会計年度におきましては、以下に示すとおりの結果となりました。 

 売上高は500億66百万円（前連結会計年度比6.5％増）と増収となりました。 

 部門別に見ますと、フレグランス部門（製品：売上高49億37百万円、前連結会計年度比0.3％増 商品：売上高5

億84百万円、前連結会計年度比9.2％減）では、製品はトイレタリー製品向けの売上増加を主因に前連結会計年度

比増加いたしました。商品は機能性素材の売上減少を主因に前連結会計年度比減少いたしました。食品部門（製

品：売上高418億14百万円、前連結会計年度比8.1％増 商品：売上高27億30百万円、前連結会計年度比0.2％減）

では、製品は茶系飲料向け製品の増加を主因に前連結会計年度比増加いたしました。 

 利益につきましては、売上増による売上総利益の増加を主因に営業利益は前連結会計年度に比べ5億27百万円

（8.8％）増加の65億8百万円、経常利益は5億24百万円（8.9％）増加の64億43百万円、当期純利益は4億34百万円

（11.7％）増加の41億47百万円とそれぞれ増益となりました。 

 また、連結子会社の長谷川香料（上海）有限公司、T.HASEGAWA U.S.A.,INC.の業績はともに順調に推移し、それ

ぞれ増収増益となりました。 

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 ①日本 

 日本国内の売上高は459億55百万円、営業利益は58億78百万円となりました。 

 ②その他の地域 

 その他の地域の売上高は52億21百万円、営業利益は６億11百万円となりました。 

 なお、当連結会計年度より所在地別セグメント情報を開示しているため、前連結会計年度との比較はありませ

ん。 

（注）１．当社グループの事業は単一セグメントであるため、内部管理上の部門区分により記載しております。 

また、事業の種類別セグメントが単一セグメントであるため、この項（「第２事業の状況」）全般にわた

り、同セグメント別に替え、内部管理上の部門区分による記載としております。 

２．当社の消費税等に係る会計処理は税抜方式によっているため、この項（「第２事業の状況」）に記載の商

品仕入実績、受注状況、販売実績等の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2)キャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは、76億93百万円（前連結会計年度は41億60百万円）となりました。主な要

因は、減価償却費が29億85百万円（前連結会計年度は25億74百万円）、また税金等調整前当期純利益が64億11百万

円（前連結会計年度は58億38百万円）であった他、下半期の売上高が前連結会計年度同期に比べて14億5百万円増

加したことにより、棚卸資産が1億65百万円減少(前連結会計年度は3億75百万円の増加)した上、仕入高の増加に伴

い仕入債務が6億66百万円増加（前連結会計年度は2億29百万円の減少)したことであり、また法人税等の支払額が

23億62百万円（前連結会計年度は24億87百万円）となったことであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、△38億72百万円（前連結会計年度は△45億4百万円）となりました。主

な要因は、板倉工場（食品部門）の増強など有形固定資産の取得による支出が24億61百万円（前連結会計年度は44

億81百万円）、及び新基幹業務システムの導入による無形固定資産の取得のための支出が11億89百万円（前連結会

計年度は4億48百万円）になったことによるものであります。 



財務活動によるキャッシュ・フローは、△14億48百万円（前連結会計年度は△10億32百万円）となりました。主

な要因は、期末配当金の支払額が10億31百万円（前連結会計年度は10億31百万円）、中間配当金の支払額が4億12

百万円(前連結会計年度は零)になったことによるものであります。 

以上の結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末に比べ23億21百万円増加し135

億26百万円となりました。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

（注）金額は製造原価で表示しております。 

(2）商品仕入実績 

 当連結会計年度における商品仕入実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

（注）金額は仕入価格で表示しております。 

(3）受注状況 

 当連結会計年度における受注状況を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

（注）金額は販売価格で表示しております。 

事業の部門別 
当連結会計年度 

（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

フレグランス部門（百万円） 3,038 △3.9 

食品部門（百万円） 29,587 18.0 

合計（百万円） 32,626 15.6 

事業の部門別 
当連結会計年度 

（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

フレグランス部門（百万円） 505 △11.8 

食品部門（百万円） 2,380 △6.6 

合計（百万円） 2,886 △7.6 

事業の部門別 受注高（百万円） 
前年同期比 
（％） 

受注残高（百万円） 
前年同期比 
（％） 

製品        

フレグランス部門 4,838 △3.1 200 △32.9 

食品部門 41,814 7.7 1,256 0.0 

小計 46,653 6.5 1,457 △6.3 

商品        

フレグランス部門 590 △7.2 20 37.8 

食品部門 2,740 △0.3 176 5.7 

小計 3,330 △1.6 197 8.3 

合計 49,983 5.9 1,654 △4.8 



 (4）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

（注）最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

 （注）上記金額に消費税等は含まれておりません。 

事業の部門別 
当連結会計年度 

（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

製品    

フレグランス部門（百万円） 4,937 0.3 

食品部門（百万円） 41,814 8.1 

小計（百万円） 46,751 7.2 

商品    

フレグランス部門（百万円） 584 △9.2 

食品部門（百万円） 2,730 △0.2 

小計（百万円） 3,315 △1.9 

合計（百万円） 50,066 6.5 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

森永乳業(株) 7,879 16.8 8,049 16.1 



３【対処すべき課題】 

(1) 経済及び香料業界の状況 

今後のわが国経済は原油価格の動向などが不確実要因となり、食品、化粧品、トイレタリーなど当社グループ

の顧客業界においても不透明さが増しており、舵取りが難しい状況が続くことが見込まれます。 

 一方、香料業界におきましては各社のシェア獲得競争が一層激化するなど厳しい状況が続くことが予想されま

す。 

(2) 当社グループの課題 

厳しい経営環境の中で、当社グループが国内外での激しい競争を勝ち抜くためには「技術立社」の社是のも

と、研究・技術開発力の一層の向上により、特徴のある差別化された製品開発を行う一方で、生産性の向上やコ

スト削減努力が求められます。 

 研究・技術開発における総合力強化のため、現在、神奈川県川崎市にある技術研究所内におきまして総合研究

所の建設を着工いたします。 

 生産面におきましては、合理的かつ効率的な生産体制の確立を目標に、生産設備の統合と更新・新設を積極的

に進めております。 

 中国におきましては、長谷川香料（上海）有限公司の業績拡大を図るとともに、第２生産拠点として第45期

（平成18年９月期）に設立した長谷川香料（蘇州）有限公司の工場建設を着工いたします。 

 米国子会社T.HASEGAWA U.S.A.,INC.におきましては、現地のユーザー向けの積極的な研究開発、営業活動を行

う一方で、設備の増強も進め、業績拡大を図ってまいります。 

 なお、前連結会計年度に掲げた課題のうち、全社的な品質保証体制の強化を企図した品質マネジメントシステ

ムISO9001認証の全社拡大取得につきましては、平成19年９月に認証取得いたしました。また、全社的な業務改

善・合理化を目的とした新基幹業務システムの導入につきましては、平成19年５月に稼働を開始いたしました。 

(3) 部門別の課題 

部門別ではフレグランス部門につきましては、基礎研究を徹底し、安定性・安全性に優れた新しい香り創りに

より、国内での更なるシェア拡大に注力いたします。海外におきましても市場調査及び嗜好性調査の結果を踏ま

えて現地の消費者に好まれる香り創りを行い、更なるグローバル化につながる成果をあげるよう努めてまいりま

す。 

食品部門につきましては、安心・安全の確保を第一に、引き続き健康志向に根ざした低糖・低塩・低脂肪の食

品に美味しさをもたらす香料、安定性・持続性に優れた香料及び機能性のある香料の開発に取り組みます。ま

た、当社独自の抽出・濃縮技術を生かした各種天然エキストラクトの開発、フルーツ加工品の加工・生産技術の

向上並びに新素材の開発にも注力いたします。また、科学的なアプローチにより、「美味しさとは何か」を追

求・解明することも今後の大きな課題です。中長期的な取り組みとしては、市場と顧客ニーズにマッチした香料

の開発などにより新規顧客の開拓に努めてまいります。 

 更に、研究・技術開発における総合力強化のため、総合研究所建設を着工いたします。 

４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の概況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

  なお、下記事項の記載において将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものであ

ります。 

 

(1) 当社グループの顧客業界（食品業界、トイレタリー業界等）の最終製品の販売が、天候不順等により低迷した 

    場合、当社グループの業績に影響を与える場合があります。 

 

(2) 当社グループは、世界各国の複数の取引先から、多くの種類の天然原料を調達しておりますが、生産地におけ 

    る異常気象（サイクロン、ハリケーンの発生等）による被害や社会不安（テロ、戦争、伝染病等）により調達 

    が困難になった場合、当社グループの業績に影響を与える場合があります。 

 

(3) 当社グループの生産拠点に、自然災害（地震、台風等）や社会不安（テロ、戦争、伝染病等）による被害が発  

    生した場合、当社グループの業績に影響を与える場合があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

当社グループの研究開発体制は、香料素材の開発や分析といった基礎研究を行う技術研究所と、製品化のための

調香研究と顧客商品への応用研究を行うフレグランス研究所、フレーバー研究所の３研究所が連携体制をとり、同

時に子会社の研究所とも密接に連携することで、当社グループ全体で顧客先のニーズに即応できるようになってお

ります。また、当社グループは、研究開発活動においても、「香料の安全性」と「環境保全」に対しては十分な配

慮を払い、コンプライアンス（法令順守）を意識することを徹底しております。 

 

(1) フレグランス部門 

 近年、国内の香粧品香料市場は成熟期に入り国内外の香料メーカー間の競争は厳しさを増しており、中国など海

外の成長市場においても顧客獲得の競争が激化しております。 

 このような状況下において、安全、品質、環境問題を最優先しつつ調香技術の向上、消費者の嗜好変化への即

応、当社によるマーケティング結果や独自の香気成分捕集方法（アクアスペース）ほか応用面での積極的な技術提

案を含めた顧客先へのプレゼンテーション、顧客先と一体になった研究開発、コスト低減に係る研究などの取り組

みにより、数多くの製品が国内外の顧客先より採用されるという成果をあげました。 

 また、中国子会社の長谷川香料（上海）有限公司に対して、現地の市場調査を踏まえた技術支援を強化し、顧客

先を着実に増やす成果をあげております。 

 新しい関連素材や機能性素材の研究開発も具体化され、顧客先の新製品に採用される成果をあげました。 

 

(2) 食品（フレーバー）部門 

 フレーバー市場では国内外の香料メーカー間の競争が一段と激しくなっております。また、顧客先商品のライフ

サイクルも短くなっております。 

 こうした状況下において、生活様式の多様化や嗜好の変化を的確に捉えるとともに、顧客先のニーズに即応すべ

く、顧客先と一体となった研究開発を行ってきました。また、より天然に近い香りのフレーバー、あるいは各種抽

出技術を駆使した新しい香料素材や抗酸化素材などの機能性素材を組み合わせたフレーバーを研究開発し、これら

について顧客先へ積極的なプレゼンテーションを行い、顧客先のニーズに応えてきました。更に、フレーバーの新

用途に関する研究開発を行ってきました。その結果、国内外の顧客先の主要な新製品に当社製品が採用されるとい

う成果をあげました。 

 また、グローバル化を目指すなかで、各国のユニークな嗜好性に応えるフレーバーの開発とその顧客先商品への

応用研究を行うとともに、米国及び中国子会社ならびに各国代理店に対する技術支援の強化を図り、顧客先への製

品採用を着実に増やす成果をあげております。 

 米国子会社のT.HASEGAWA U.S.A.,INC.の研究部門においては、顧客先商品への応用研究を拡充し、新規顧客先の

獲得に成果をあげております。長谷川（上海）有限公司では、現在、顧客先のニーズに応えるため、調香研究部門

ならびに応用試作部門の整備・拡充を進めております。 

 

(3) 基礎研究部門（フレグランス部門・食品部門共通） 

①合成香料の研究 

 当社のフレグランス製品及びフレーバー製品の香調を特徴づける合成香料の開発ならびに既存製品の製造工程の

合理化を目的とした製法改良を引き続き行いました。また、引き続き香料合成技術を応用した機能性化粧品原料、

生物活性有用物質、医薬品中間体等の各種ファインケミカル製品の製法開発も行いました。 

②天然物に関する研究 

 天然物の香気分析について、種々の香気捕集方法及び最新の分析機器を駆使し、分析方法の改良開発をしなが

ら、微量香気成分の分析技術の向上を図ることで、多くの有用な天然物の香気組成を明らかにしました。また、天

然の香味をより生かした技術的方法による香料素材の開発とその実用化を行いました。更に、天然由来の機能性素

材として天然色素や抗酸化性物質やその他機能性食品素材の探索開発ならびにフレーバー研究所と連携して、フル

ーツ加工技術の開発及びフルーツ加工に適合したフレーバーの開発を引き続き行いました。 

③生物化学の研究 

 新規な酵素の探索開発を含む微生物や酵素の基礎的研究ならびにその利用による香味強化物質及び光学活性香料

物質の開発を引き続き行いました。 

④その他香料開発に関する研究 

 用途に適した乳化、粉末化等の形状化技術による香料製品の製法開発ならびに製造工程の合理化を目的とした食

品香料素材の製法改良を引き続き行いました。また、市場のニーズに即した安全性の高い、新しい食品素材の開発



も行いました。 

 

 当連結会計年度における研究開発費は34億30百万円となっております。 

 また、当社グループの研究員の数は、平成19年９月30日現在、267名であります。  

７【財政状態及び経営成績の分析】 

当社グループに関する財政状態及び経営成績の分析・検討内容は、原則として連結財務諸表に基づいて分析した

内容であります。 

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社グループが判断したものであります。 

（1）財政状態 

①流動資産 

前連結会計年度に比べ、現預金が21億23百万円、売上債権が4億59百万円それぞれ増加したことを主因に、

流動資産は前連結会計年度に比べ25億68百万円増加し、441億49百万円となりました。 

②固定資産 

総合研究所の建設着手と板倉工場製造設備増強を進めた一方、既存設備の減価償却が進んだことなどから、

有形固定資産は前連結会計年度に比べ96百万円増加し257億21百万円となりました。 

 無形固定資産は新基幹業務システム導入のための投資を主因に、前連結会計年度に比べ７億12百万円増加し

19億49百万円となりました。 

投資その他の資産は、前連結会計年度に比べ８億97百万円増加し121億89百万円となりました。 

③流動負債 

売上増加に伴う仕入の増加を反映して仕入債務が前連結会計年度に比べ６億74百万円増加したこと、また、

前連結会計年度では固定負債であった新株予約権付社債（当連結会計年度末残高35億46百万円）が流動負債に

振り替わったことを主因に、流動負債は前連結会計年度に比べ47億60百万円増加し175億59百万円となりまし

た。 

④固定負債 

前連結会計年度では固定負債であった新株予約権付社債が、流動負債に振り替わったことを主因に、固定負

債は前連結会計年度に比べ44億５百万円減少し、74億26百万円となりました。 

⑤純資産の部 

新株予約権の行使による新株発行により、資本金及び資本剰余金がそれぞれ５億22百万円増加し、また利益

剰余金が27億３百万円増加したことを主因に、純資産合計は前連結会計年度末に比べ39億19百万円増加し、

590億24万円となりました。 

  

（2）経営成績 

①売上高 

「第２ 事業の状況 1 業績等の概要  （1）業績」をご参照ください。 

②売上原価、販売費及び一般管理費、及び営業利益 

売上原価は327億28百万円、売上原価率は65.4％となり、前連結会計年度比0.5ポイント悪化しました。これ

は売上構成の変化及び原材料価格の上昇が主因であります。販売費及び一般管理費は、研究開発体制の強化及

び新基幹業務システムの減価償却開始などがありましたが、他方、経費削減努力もあり前連結会計年度に比べ

３億32百万円増加の108億29百万円にとどまりました。 

これらの結果、営業利益は前連結会計年度に比べ５億27百万円（8.8％）増加し65億８百万円となりまし

た。 

③営業外損益及び経常利益 

営業外収益は、前連結会計年度と比べ20百万円減少し３億74百万円となりました。 

営業外費用は、前連結会計年度に比べ17百万円減少し４億39百万円となりました。 

これらの結果、経常利益は前連結会計年度に比べ５億24百万円（8.9％）増加し64億43百万円となりまし

た。 

④特別損益 

特別利益は、投資有価証券売却益を60百万円計上するなど、65百万円となりました。 

特別損失は、固定資産廃棄損を92百万円計上するなど、97百万円となりました。 



⑤税金費用及び当期純利益 

税金等調整前当期純利益は、64億11百万円と前連結会計年度に比べ５億73百万円増加しましたが、税金費用

は情報基盤強化設備等の取得による税額控除を適用するなどした結果、前連結会計年度に比べ１億38百万円増

加の22億63百万円にとどまりました。 

これらの結果、当期純利益は前連結会計年度に比べ４億34百万円（11.7％）増加し41億47百万円となりまし

た。 

  

     （3）今後の戦略 

      厳しい経営環境の中で当社グループは、国内市場でのシェア拡大はもとより、少子高齢化に伴う国内市場の 

         縮小という将来のリスクを見据え、日本・米国・中国の３極体制を中心としたグローバル化を更に推進し、  

     海外市場での一層の拡大を目指してまいります。特に成長著しい中国市場におきましては、第２生産拠点の建 

     設を進めるなど業績の拡大を図ってまいります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当社グループは、技術力の更なる向上、顧客先への即応、生産の効率化、ならびにグローバルな事業展開に重点を

置き、設備投資を行っております。 

当連結会計年度においては、総額38億53百万円の投資を行いました。 

その主な内容としては、1.研究・技術開発における総合力強化のため、当社の技術研究所における総合研究所建設

等に８億56百万円、2.業務改善・合理化を目的として、当社の新基幹業務システム（有形固定資産及び無形固定資

産）に６億95百万円、3.需要の増加への対応として、当社の板倉工場の食品部門生産設備に３億84百万円、

T.HASEGAWA U.S.A.,INC.の食品部門生産設備他に２億99百万円を投資しております。 

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。 

 なお、当社グループは各種香料の製造・販売を主事業としており、当事業以外に開示基準に該当するセグメントが

ありません。このため、事業の種類別セグメントの表示はしておりません。 

(1)提出会社 

 （注）１．金額は帳簿価額であり、建設仮勘定及びソフトウェア仮勘定は含まれておりません。 

なお、金額には消費税等を含めておりません。 

２．帳簿価額のうち「その他」は、無形固定資産であります。 

３．上記中帳簿価額土地の[  ]内は、賃借している土地の面積で内書きにて表示しております。 

４．深谷事業所の「その他」は板倉工場との共用資産であります。 

５．板倉工場の土地のうち37,039.37㎡は、長谷川ファインフーズ（株）へ貸与しております。 

６．提出会社の貸与資産は、生産委託会社（長谷川ファインフーズ（株）他２社）に対するものであります。 

７．従業員数の[ ]内は臨時従業員数の人数を外書きにて表示しております。 

  （平成19年９月30日現在）

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数
（人） 建物及び

構築物 

機械装置
及び運搬
具 

工具器具
備品 

土地 
(面積 ㎡) 

その他 合計 

深谷事業所 

(埼玉県深谷市) 

フレグランス及び食品

部門の香料製造 
2,760 1,488 266 

259 

(68,982.80)
960 5,735 

255 

[153]

板倉工場 

(群馬県邑楽郡板倉町) 
食品部門の香料製造 4,112 3,559 94 

4,909 

(171,316.48)
－ 12,675 

107 

[79]

本社 

(東京都中央区) 

会社統括業務 

販売業務 

応用研究 

231 33 62 

125 

(447.91)

[237.11]

771 1,224 
219 

[18]

技術研究所 

(神奈川県川崎市中原区) 
基礎研究 1,052 146 164 

49 

(7,725.04)
－ 1,412 

115 

[3]

貸与資産 
フルーツ加工品の委託

製造 
620 458 39 － － 1,118 －



 (2)在外子会社 

（注）１．金額は帳簿価額であり、建設仮勘定及びソフトウェア仮勘定は含まれておりません。 

なお、金額には消費税等を含めておりません。 

２．帳簿価額のうち「その他」は、無形固定資産であります。 

３．長谷川香料（上海）有限公司及び長谷川香料（蘇州）有限公司の土地欄[  ]内の外数は、土地使用権に 

     係わる面積を示しております。 

４．従業員数の[ ]内は臨時従業員数の人数を外書きにて表示しております。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、需要傾向、販売予測、投資効率等を総合的に勘案して提出会社が主体と 

なって策定しております。 

 なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修の計画は次のとおりであります。 

（注）１.金額には消費税等を含めておりません。 

２.前連結会計年度末において計画しておりましたT.HASEGAWA U.S.A.,INC.における食品部門の香料製造設備は、

事業計画の見直しを行った結果、投資予定総額を4,500千米ドルから8,500千米ドルに、完了予定を平成19年10

月から平成20年５月以降に変更いたしました。          

  （平成19年９月30日現在）

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数
（人） 建物及び

構築物 

機械装置
及び運搬
具 

工具器具
備品 

土地 
(面積 ㎡) 

その他 合計 

T.HASEGAWA U.S.A.,INC. 

(米国カリフォルニア州) 
食品部門の香料製造 493 92 22 

150 

(15,630.00) 
7 766 

53 

[4]

長谷川香料（上海）有限公

司 

(中華人民共和国上海市) 

フレグランス及び 

食品部門の香料製造 
797 237 70 

－ 

[21,137.00] 
148 1,254 144 

長谷川香料（蘇州）有限公

司 

(中華人民共和国蘇州市) 

各種食品香料の製造 － － 1 
－ 

[50,393.16] 
61 63 4 

会社名 
事業所名 

所在地 必要性 設備の内容 
投資予定
総額 
(百万円) 

既支払額 
(百万円) 

資金調達
方法 

着手予定 完了予定 
完成後の 
増加能力 

  

当社 

技術研究所  

  

神奈川県 

川崎市 

中原区 

研究・技

術開発の

強化 

総合研究所建設

及び研究機器 
4,500 815 自己資金 着手済み 

 平成 

21.9 
－  

  

当社 

深谷事業所  

  

  

埼玉県 

深谷市 

  

設備の更

新 

フレグランス・

食品両部門の 

香料製造設備 

506 － 自己資金 着手済み 
 平成 

20.9 

老朽化設備の

更新であり、

生産能力の増

加はありませ

ん。  

当社 

 板倉工場 

群馬県  

邑楽郡  

板倉町  

設備の更

新 

食品部門の 

香料製造設備 
267 －  自己資金  着手済み 

 平成 

 20.9 

老朽化設備の

更新であり、

生産能力の増

加はありませ

ん。  

生産の増

強 

食品部門の 

香料製造設備 
1,200 426  自己資金  着手済み 

 平成 

20.3 

香料製造装置 

1,200トン/年 

の増加 

T.HASEGAWA 

U.S.A.,INC. 

米国カリフォル

ニア州 

セリトス市 

生産の増

強 

食品部門の 

香料製造設備 

8,500 

 千米ドル 

3,626 

 千米ドル 

当社からの

増資 
着手済み 

 平成 

20.5 

 香料製造装置  

 300トン/年の 

 増加 

長谷川香料

（蘇州） 

有限公司 

中華人民共和国

蘇州市 

生産の増

強 

食品部門の 

香料製造設備 
4,200 7 

当社からの

増資 
着手済み 

 平成 

21.10 

 香料製造装置  

 2,000トン/年の

 増加 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には平成19年12月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権付社債の権利行 

    使により発行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 160,000,000 

計 160,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 

（平成19年９月30日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月21日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 41,940,415 41,940,415 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 41,940,415 41,940,415 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

平成15年９月２日取締役会決議 

 
事業年度末現在 

（平成19年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権付社債の残高（百万円） 3,546 3,546 

新株予約権の数（個） 3,546 3,546 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,287,741 2,287,741 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 転換価額 1,550 転換価額 1,550 

新株予約権の行使期間 

平成15年10月９日から平
成20年９月16日の銀行営
業終了時（チューリッヒ
時間）まで。但し、当社
の選択により本社債が繰
上償還される場合には、
当該償還日の８営業日前
の日または平成20年９月
16日のいずれか早い方の
日の銀行営業終了時（チ
ューリッヒ時間）までと
し、また当社が本社債に
つき期限の利益を喪失し
た場合には、期限の利益
の喪失日までとする。上
記いずれの場合も、平成
20年９月16日より後に本
新株予約権を行使するこ
とはできないものとす
る。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 1,550 
資本組入額 775 

発行価格 1,550 
資本組入額 775 

新株予約権の行使の条件 
各本新株予約権の一部行
使はできないものとす
る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 該当なし 同左 

代用払込みに関する事項 

旧商法第341条ノ3第1項
第7号及び第8号により、
本新株予約権を行使した
ときは当該本新株予約権
に係る本社債の全額の償
還に代えて当該本新株予
約権の行使に際して払込
をなすべき額の全額の払
込があったものとみな
す。 

同左 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  － 



(3）【ライツプランの内容】 

         該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）新株予約権の行使による増加であります。 

(5）【所有者別状況】 

（注） 自己株式11,796株は「個人その他」に117単元及び「単元未満株式の状況」に96株を含め記載しております。 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
   (株) 

発行済株式
総数残高  

(株) 

資本金 
増減額 

（百万円） 

資本金残高 

（百万円） 

資本準備金
増減額 
(百万円) 

資本準備金残
高 
（百万円） 

 平成18年10月１日～ 

 平成19年９月30日 
673,544 41,940,415 522 4,769 522 5,959 

  平成19年９月30日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 
金融商品取
引業者 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 39 18 47 85 － 2,262 2,451 － 

所有株式数

（単元） 
－ 30,800 1,693 205,210 119,389 － 61,825 418,917 48,715 

所有株式数の

割合（％） 
－ 7.35 0.40 48.99 28.50 － 14.76 100.0 － 



(6）【大株主の状況】 

（注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、日本トラスティ・サービス信託銀行㈱6,464百株、日本

マスタートラスト信託銀行㈱3,439百株であります。 

    ２. ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニーは、株主名簿上では所有株式数の割合が10％

  を超えていますが、当社としては当事業年度末現在における実質所有状況の確認は出来ておりません。 

３．アーノルド・アンド・エス・ブレイクロウダー・アドバイザーズ・エルエルシーから、平成19年８月17日付で

提出された大量保有報告書等の写しにより平成19年８月14日現在で82,609百株を保有している旨の報告を受け

ておりますが、当社としては事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の

状況には含めておりません。 

 なお、アーノルド・アンド・エス・ブレイクロウダー・アドバイザーズ・エルエルシーの大量保有報告書等

の写しの内容は以下の通りであります。 

 大量保有者  ： アーノルド・アンド・エス・ブレイクロウダー・アドバイザーズ・エルエルシー 

 住所     ： アメリカ合衆国ニューヨーク州ニューヨーク市アベニュー・オブ・ジ・アメリカズ  

          1345 

       保有株券等の数： 株式 8,260,900株 

      株券等保有割合： 19.79％ 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（百株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（注：小数点第3
位以下切捨） 

株式会社長谷川藤太郎商店 東京都中央区日本橋本町4-4-14 175,746 41.90 

ステート ストリート バンク アン
ド トラスト カンパニー 
（常任代理人：㈱みずほコーポレ
ート銀行兜町証券決済業務室）  

P.O.BOX351 ボストン マサチュー
セッツ 02101、米国（東京都中央区
日本橋兜町6-7） 

84,450 20.13 

財団法人長谷川留学生奨学財団 東京都中央区日本橋本町4-4-14 20,000 4.76 

長谷川香料従業員持株会 東京都中央区日本橋本町4-4-14 14,477 3.45 

メロン バンク トリーティー 
クライアンツ オムニバス 
（常任代理人：香港上海銀行東京
支店） 

ワン ボストン プレース ボスト
ン、MA02108、米国（東京都中央区日
本橋3-11-1） 

6,528 1.55 

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社 

東京都中央区晴海1-8-11 6,464 1.54 

アールービーシー デクシア イ
ンベスター サービシーズ トラ
スト ロンドン クライアント 
アカウント 
（常任代理人：スタンダードチャ
ータード銀行） 

71 クイーン ヴィクトリア スト
リート、ロンドン、EC4V 4DE、英国 
（東京都千代田区永田町2-11-1山王
パークタワー21階） 

4,901 1.16 

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社 

東京都港区浜松町2-11-3 3,439 0.81 

ナテクシス ブライシュローダー 
インク スペシャル アカウント 
（常任代理人：㈱三菱東京UFJ銀行
決済事業部） 

45 ブロードウェイ、ニューヨーク 
N.Y.10006、米国（東京都千代田区丸
の内2-7-1） 

3,180 0.75 

林 良四郎 東京都世田谷区 2,710 0.64 

計 － 321,896 76.75 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

(注)「完全議決権株式（自己株式等）」の欄はすべて当社保有の自己株式であります。 

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   11,700  － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  41,880,000 418,800 － 

単元未満株式 普通株式   48,715 － － 

発行済株式総数 41,940,415 － － 

総株主の議決権 － 418,800 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

長谷川香料㈱ 
東京都中央区 

日本橋本町4-4-14 
11,700 － 11,700 0.03 

計 － 11,700 － 11,700 0.03 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】   

 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

  

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

   該当事項はありません。 

  

   (2）【取締役会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

  

   (3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

     会社法第192条第１項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得 

 (注） 「当期間における取得自己株式」欄には平成19年12月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

    りによる株式数は含まれておりません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注）１. 当期間における「その他（買増請求により売渡した自己株式）」欄には平成19年12月１日から有価証券報告

      書提出日までの単元未満株式の売渡しによる株式数は含まれておりません。  

       ２. 当期間における「保有自己株式数」欄には平成19年12月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式

      の買取り及び売渡しによる株式数は含まれておりません。   

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

株主総会（平成－年－月－日）での決議状況 

（取得期間 平成－年－月－日～平成－年－月－日） 
－ － 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式 2,820 5,354,740 

残存授権株式の総数及び価額の総額 － － 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％)  － － 

当期間における取得自己株式 400 830,600 

提出日現在の未行使割合(％)  － － 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他      

（買増請求により売渡した自己株式）

（注）１ 

200 375,520 40 81,200 

保有自己株式数 （注）２   11,796 － 12,156 － 



３【配当政策】 

当社は、グループの経営基盤のより一層の強化と今後の事業展開のために必要な内部留保を確保しつつ、株主の

皆様に業績に応じた利益還元を図るため、連結ベースで配当性向30％程度を目途に中間配当と期末配当の年２回の

剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の決定機関は取締役会であります。また、

当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができる」

旨定款に定めております。 

 当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき当期は１株当たり30円の配当（うち中間配当10円）を実施

することを決定致しました。この結果、連結ベースの配当性向は30.0％となりました。 

 内部留保資金につきましては、設備投資とグローバル化戦略の展開を図るための有効投資に使用してまいりま

す。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  （注）  最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものです。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）  最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものです。 

決議年月日 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

 平成19年５月18日 

取締役会決議 
412 10 

平成19年11月21日 

取締役会決議  
838 20 

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期 

決算年月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 

最高（円） 1,551 1,800 2,180 1,920 2,165 

最低（円） 1,308 1,225 1,470 1,575 1,648 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 2,025 2,000 2,060 2,055 2,045 2,165 

最低（円） 1,907 1,811 1,896 1,960 1,730 1,935 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数 
（百株）

代表 

取締役 

会長 

－ 林 良四郎 大正10年２月14日生 

昭和20年11月 長谷川藤太郎商店入社 

昭和36年12月 当社常務取締役 

昭和43年８月 当社専務取締役 

昭和49年11月 当社代表取締役専務 

昭和56年12月 当社代表取締役副社長 

平成10年12月 当社代表取締役副会長 

平成13年７月 当社代表取締役会長（現任） 

(注)２ 2,710 

代表 

取締役 

社長 

－ 長谷川 徳二郎 昭和13年12月５日生 

昭和38年４月 当社入社 

昭和53年５月 当社社長室長 

昭和53年11月 当社取締役社長室長 

昭和55年12月 当社常務取締役 

平成10年12月 当社代表取締役社長 

平成13年７月 T.HASEGAWA U.S.A.,INC. 代表取締役会長 

（現任） 

平成13年７月 長谷川ファインフーズ株式会社代表取締役社長

（現任） 

平成13年10月 当社代表取締役社長兼社長執行役員 フレグラン

ス事業部門、監査室、品質保証部管掌 

平成19年10月 当社代表取締役社長兼社長執行役員 生産部門、

監査室、品質保証部管掌（現任） 

(注)２  605 

代表 

取締役 

副社長 

－ 石川 雅司 昭和12年１月28日生 

昭和34年４月 株式会社長谷川藤太郎商店入社 

昭和37年１月 当社へ転籍入社 

昭和52年３月 当社研究第二部長 

昭和58年12月 当社取締役研究第二部長 

平成５年12月 当社常務取締役フレーバー研究所長 

平成７年10月 当社常務取締役フレーバー事業本部長 

平成10年12月 当社専務取締役フレーバー事業本部長 

平成12年１月 長谷川香料（上海）有限公司董事長 

平成13年10月 当社代表取締役副社長兼副社長執行役員 研究部

門管掌（現任） 

（注）２ 610 

取締役 － 近藤 隆彦 昭和16年４月９日生 

昭和41年４月 当社入社 

平成７年10月 当社理事フレーバー事業本部フレーバー営業部 

統括部長 

平成８年12年 当社取締役フレーバー事業本部フレーバー営業部 

統括部長 

平成10年12月 当社常務取締役フレーバー事業本部副本部長 

平成13年10月 当社取締役兼専務執行役員フレーバー営業部門 

管掌 

平成18年10月 長谷川香料（上海）有限公司董事長（現任） 

平成18年12月 当社取締役兼副社長執行役員 フレーバー営業部

門管掌 

平成19年12月 当社取締役兼副社長執行役員 フレーバー営業部

門管掌、生産部門副管掌（現任） 

（注）２ 201 

取締役 － 長谷川 博一 昭和29年７月１日生 

昭和54年４月 当社入社 

昭和60年12月 当社取締役 

平成５年７月 当社取締役経営企画室長 

平成６年12月 当社取締役深谷事業所長 

平成８年10月 当社取締役社長補佐 

平成８年12月 当社常務取締役 

平成13年10月 当社取締役兼専務執行役員 生産部門管掌 

平成19年12月 当社取締役兼専務執行役員 フレグランス部門管

掌（現任） 

（注）２ 1,417 

取締役 － 福島  稔 昭和15年４月21日生 

昭和39年４月 株式会社三井銀行入行 

平成５年６月 株式会社さくら銀行常勤監査役 

平成７年６月 当社入社常任顧問 

平成８年10月 当社経営企画室長 

平成８年12月 当社常務取締役経営企画室長 

平成13年10月 当社取締役兼専務執行役員 事務管理部門管掌  

平成19年12月 当社取締役兼専務執行役員 事務管理部門管掌 

生産部門副管掌（現任） 

（注）２ 140 

 



 （注）１．監査役小川信明氏、加瀬兼司氏及び小栗昭一郎氏は、社外監査役であります。 

２．平成19年12月20日開催の定時株主総会の終結の時から１年間 

３．平成19年12月20日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

４．当社では、コーポレートガバナンス強化の一環として、経営意思決定の迅速化と業務執行機能の強化を図る

ために、執行役員制度を導入しております。執行役員24名のうち、取締役を兼務していない執行役員は、以

下の19名です。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数 
（百株）

常勤 

監査役 
－ 加藤 孝雄 昭和14年２月25日生 

昭和37年４月 株式会社三井銀行入行 

昭和63年４月 当社入社 

平成２年12月 当社経理部長 

平成４年12月 当社理事経理部長 

平成６年12月 当社取締役経理部長 

平成10年12月 当社常務取締役財務部長 

平成13年10月 当社専務執行役員財務部長 

平成15年12月 当社常勤監査役（現任） 

（注）３ 151 

監査役 － 小川 信明 昭和14年３月13日生 

昭和43年４月 弁護士登録 

平成４年４月 東京弁護士会副会長 

平成８年４月 日本弁護士連合会事務総長 

平成９年11月 日本長期信用銀行（国有化）常勤監査役 

平成12年３月 新生銀行社外取締役（現任） 

平成15年12月 当社監査役（現任） 

（注）３ － 

監査役 － 加瀬 兼司 昭和９年２月３日生 

昭和44年10月 等松・青木監査法人（現監査法人トーマツ）勤務 

昭和57年５月 同法人代表社員に就任 

平成11年６月 同法人退職 

平成11年７月 加瀬公認会計士事務所開設（現任） 

平成15年12月 当社監査役（現任） 

（注）３ 25 

監査役 －  小栗 昭一郎  昭和18年7月29日生 

昭和41年４月 日本火災海上保険株式会社入社 

平成12年６月 同社取締役専務執行役員 

平成13年４月 日本興亜損害保険株式会社取締役専務執行役員 

平成14年12月 日本ヒルトン株式会社代表取締役社長 

平成16年９月 財団法人アリオン音楽財団常務理事（現任） 

平成17年12月 当社監査役（現任） 

（注）３ － 

  計   5,863 

  氏名 役職等 

専務執行役員 伊東  昭 長谷川香料（蘇州）有限公司董事長 

専務執行役員  南木  昂  品質保証部担当、研究部門管掌役員補佐、品質保証部統括部長 

常務執行役員 高木 恵一 技術研究所担当 

常務執行役員 岡田  功 フレグランス研究所、フレグランス営業部担当 

常務執行役員 細川  誠 長谷川香料（上海）有限公司総経理、長谷川香料（蘇州）有限公司副董事長兼総経理 

常務執行役員 谷本 達夫 
フレーバー営業部フレーバー販売第1部、同第2部、同第3部、同第4部、同第5部、同第6部、同

販売開発室、同販売管理室、同企画部、商品関連部担当、フレーバー営業部統括部長 

 執行役員 長谷川 博 フレーバー研究所担当、フレーバー研究所長 

 執行役員 藤田  明 技術研究所長、技術研究所第2部長 

 執行役員 登  敏夫 フレーバー営業部フレーバー販売第7部担当、フレーバー営業部副統括部長 

 執行役員 鈴木 謙一 経営企画部、総務部、秘書室、人事部、労務部担当 

 執行役員 河村 吉之 財務部、経理部担当、財務部長 

 執行役員 保木  務 大阪支店、名古屋営業所、札幌営業所担当、大阪支店長、名古屋営業所長、札幌営業所長 

 執行役員  木村  孝  フレグランス研究所長、同企画部長 

 執行役員 田村  至 長谷川香料（上海）有限公司副総経理、長谷川香料（蘇州）有限公司副総経理 

 執行役員  中村 幹夫  海外事業部担当、海外事業部長 

 執行役員  知野 善明  深谷事業所長  

 執行役員  矢野 正広  カストマーサービス部担当、カストマーサービス部長  

 執行役員  岩本  実  技術研究所副所長、技術研究所第4部長 

 執行役員  斉藤  司  フレーバー研究所副所長、フレーバー研究第3部長、同第5部長  



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、上場会社として、コーポレート・ガバナンスにおける下記の５つの基本原則を尊重し、経営チェック機能の充

実とコンプライアンス（法令順守）の徹底を図りながら、的確で迅速な経営判断と適時・適切な職務執行により企業価値

の持続的成長とその最大化を図ります。 

 ①株主の権利の保護及び平等性の確保 

 ②ステークホルダー（株主以外の利害関係者）との円滑な関係の構築 

 ③従業員が働きやすい環境の整備 

 ④適時適切なディスクロージャー（情報開示）と透明性の保証 

 ⑤取締役会・監査役会の経営監督の充実と株主に対するアカウンタビリティー（説明責任）の確保 

  

(2)会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

 当社の取締役会は取締役６名で構成され、原則として定例取締役会を月１回開催し、緊急を要する場合は、臨時取締役

会を適時開催する体制となっております。当社は社外取締役を選任しておりません。また、取締役全員で構成する「経営

会議」を設け、原則として毎週開催し、必要な場合は臨時開催しております。「経営会議」では、経営のスピード化を図

るため日常の業務執行に関する事項を討議・決定し、その決定に従って執行役員が業務を執行する体制を構築しておりま

す。 

 また、当社は監査役制度を採用しており、現在、監査役４名のうち３名を社外監査役としております。監査役は、取締

役会などの重要な会議には出席し、更に常勤監査役は「経営会議」他、主要な会議にも出席し、その結果を監査役会に報

告するなど、取締役の職務執行の状況を監査・監督し、経営チェック機能の充実を図っております。社外監査役との関係

においては、社外監査役小川信明がパートナーである小川・友野法律事務所と顧問契約を締結している他、社外監査役と

の間に取引関係等の利害関係はありません。  

 なお、監査役、内部監査部門及び会計監査人は情報交換、意見交換を行うなどの連携により、監査機能の向上に努めて

おります。 

 内部監査につきましては代表取締役社長直轄の監査室（人員２名）が社内各部署に対して、適正な業務が行われている

かどうかの監査を監査計画に従って実施し、その結果を社長に報告する体制となっております。また、当社は「食の安全

性」に関わるメーカーとして、品質保証部も社長直轄とし、品質保証体制の充実を特に心がけております。 

 当社の会社法に基づく会計監査及び金融商品取引法に基づく会計監査は監査法人トーマツが行っております。同監査法

人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には特別の利害関係はありません。 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士は川村博、弥永めぐみ、であり、当社の監査業務に係る補助者は、公認会計

士３名、会計士補等４名であります。 



(3)リスク管理体制の整備の状況 

 リスク管理体制につきましては社内諸規程を整備するとともに関連部署を中心としてリスクの分析・管理、対応策の検

討を行っておりますが、全社的な対応が必要なものにつきましては、コンプライアンス委員会、環境安全委員会、安全衛

生委員会等の関連部署の横断的な組織を設置し、定期的な活動を実施しております。 

 

(4)役員報酬等の内容 

 当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する報酬等は次のとおりであります。 

 取締役                   229百万円 

 監査役                      33百万円 

 なお、上記金額には当事業年度に係る役員賞与を含んでおります。 

 

(5)監査報酬の内容 

 当事業年度における当社の会計監査人である監査法人トーマツに対する報酬は次のとおりであります。 

 公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項の業務に係る報酬等の額  25百万円 

 公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額          ２百万円 

 

(6)責任限定契約の内容の概要 

 当社は社外監査役との間において会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第１項の規定による損害賠償責任

を限定する契約を締結しております。当該契約は社外監査役が任務を怠ったことによる損害賠償責任の限度額を法令が規

定する額とするものであります。 

 

(7)取締役の定数 

 当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。 

 

(8)取締役の選任の決議要件 

 当社は取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その

議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨定款に定めております。 

 

(9)株主総会決議事項を取締役会で決議できることとした事項 

 ①当社は機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって自

  己株式を取得することができる旨定款に定めております。 

 ②当社は取締役が期待された役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第１項の規定により、取締役会 

  の決議をもって、同法第423条第１項の取締役（取締役であった者を含む）の損害賠償責任を、法令の限度におい 

  て免除することができる旨定款に定めております。 

 ③当社は監査役が期待された役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第１項の規定により、取締役会 

  の決議をもって、同法第423条第１項の監査役（監査役であった者を含む）の損害賠償責任を、法令の限度におい  

  て免除することができる旨定款に定めております。 

 ④当社は機動的な資本政策及び配当政策が遂行できるようにするため、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定 

  める事項については、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨

  定款に定めております。 

 

(10)株主総会の特別決議要件 

 当社は会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは株主総会における特別

決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、前連結会計年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（自平成18年10月１日 至平成19年９月30日）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

(2）当社の財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、前事業年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（自平成18年10月１日 至平成19年９月30日）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30

日）の連結財務諸表及び前事業年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日）の財務諸表について、監査法人

トーマツにより監査を受けております。また、当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連

結会計年度（自平成18年10月１日 至平成19年９月30日）の連結財務諸表及び当事業年度（自平成18年10月１日 

至平成19年９月30日）の財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成18年９月30日） 
当連結会計年度 

（平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ．流動資産              

１．現金及び預金     7,917     10,040  

２．受取手形及び売掛金 ※３   17,856     18,315  

３．有価証券     3,699     3,995  

４．棚卸資産     10,807     10,656  

５．繰延税金資産     741     719  

６．その他     566     428  

７．貸倒引当金     △8     △6  

流動資産合計     41,581 52.2   44,149 52.6 

Ⅱ．固定資産              

(1）有形固定資産              

１．建物及び構築物   22,675     23,021    

減価償却累計額   11,394 11,281   12,144 10,876  

２．機械装置及び運搬具   30,271     30,643    

減価償却累計額   23,280 6,991   24,621 6,021  

３．工具器具備品   3,512     3,611    

減価償却累計額   2,710 802   2,830 780  

４．土地     6,022     6,020  

５．建設仮勘定     527     2,021  

有形固定資産合計     25,624 32.1   25,721 30.6 

(2）無形固定資産     1,237 1.5   1,949 2.3 

(3）投資その他の資産              

１．投資有価証券 ※１   10,497     10,909  

２．保険積立金     118     －  

３．繰延税金資産     32     28  

４．その他 ※１   668     1,280  

５．貸倒引当金     △24     △29  

投資その他の資産合計     11,292 14.2   12,189 14.5 

固定資産合計     38,154 47.8   39,860 47.4 

資産合計     79,735 100.0   84,010 100.0 

               

 



   
前連結会計年度 

（平成18年９月30日） 
当連結会計年度 

（平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ．流動負債              

１．支払手形及び買掛金     6,613     7,287  

２．未払法人税等     1,114     1,059  

３．賞与引当金     941     957  

４．役員賞与引当金     42     12  

５．その他     4,087     8,242  

流動負債合計     12,799 16.1   17,559 20.9 

Ⅱ．固定負債              

１．新株予約権付社債     4,590     －  

２．繰延税金負債     89     111  

３．退職給付引当金     5,639     5,770  

４．役員退職慰労引当金     1,485     1,519  

５．その他     27     25  

固定負債合計     11,831 14.8   7,426 8.8 

負債合計     24,631 30.9   24,986 29.7 

               

（純資産の部）              

Ⅰ．株主資本               

１．資本金     4,247 5.3   4,769 5.7 

２．資本剰余金     5,437 6.8   5,959 7.1 

３．利益剰余金     41,351 51.9   44,055 52.4 

４．自己株式     △14 △0.0   △19 △0.0 

株主資本合計     51,022 64.0   54,765 65.2 

Ⅱ．評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    4,213 5.3   4,345 5.2 

２．為替換算調整勘定     △131 △0.2   △86 △0.1 

評価・換算差額等合計     4,081 5.1   4,258 5.1 

純資産合計     55,104 69.1   59,024 70.3 

負債純資産合計     79,735 100.0   84,010 100.0 



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ．売上高     47,000 100.0   50,066 100.0 

Ⅱ．売上原価 ※１   30,521 64.9   32,728 65.4 

売上総利益     16,479 35.1   17,338 34.6 

Ⅲ．販売費及び一般管理費 ※２            

１．販売手数料   345     336    

２．荷造運送費   1,053     1,013    

３．給料手当   4,327     4,509    

４．賞与引当金繰入額   580     584    

５．役員賞与引当金繰入額   42     12    

６．退職給付費用   518     517    

７．役員退職慰労引当金繰
入額 

  55     58    

８．福利厚生費   684     708    

９．賃借料   416     446    

10．減価償却費   380     450    

11．その他   2,092 10,497 22.4 2,192 10,829 21.6 

営業利益     5,981 12.7   6,508 13.0 

Ⅳ．営業外収益              

１．受取利息   29     100    

２．受取配当金   132     154    

３．設備賃貸料   72     －    

４．受取賠償金   42     －    

５．その他   117 394 0.9 119 374 0.8 

Ⅴ．営業外費用              

１．支払利息   4     0    

２．棚卸資産廃棄損   306     346    

３．貸与資産減価償却費   61     －    

４．貸与資産修繕費   71     －    

５．為替差損   －     53    

６．その他   13 456 1.0 39 439 0.9 

経常利益     5,918 12.6   6,443 12.9 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅵ．特別利益              

１．貸倒引当金戻入益   12     1    

２．固定資産売却益 ※３ 1     3    

３．投資有価証券売却益   53 68 0.1 60 65 0.1 

Ⅶ．特別損失              

１．固定資産売却損 ※４ 1     0    

２．固定資産廃棄損 ※５ 134     92    

３. 貸倒引当金繰入額   －     5    

４. 関係会社出資金評価損   10     －    

５．その他   3 148 0.3 － 97 0.2 

税金等調整前当期純利
益 

    5,838 12.4   6,411 12.8 

法人税、住民税及び事
業税 

  2,382     2,306    

法人税等調整額   △258 2,124 4.5 △43 2,263 4.5 

当期純利益     3,713 7.9   4,147 8.3 

               



③【連結株主資本等変動計算書】 

前連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年９月30日残高 

（百万円）
4,247 5,437 38,712 △13 48,384 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当     △1,031   △1,031 

利益処分による役員賞与     △42   △42 

当期純利益     3,713   3,713 

自己株式の取得     △1 △1 

自己株式の処分   0   0 0 

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額) 

       

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ 0 2,639 △0 2,638 

平成18年９月30日残高 

（百万円）
4,247 5,437 41,351 △14 51,022 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券

評価差額金 

為替換算調整 

勘定 

評価・換算 

差額等合計 

平成17年９月30日残高 

（百万円）
3,550 △362 3,187 51,572 

連結会計年度中の変動額        

剰余金の配当       △1,031 

利益処分による役員賞与       △42 

当期純利益       3,713 

自己株式の取得       △1 

自己株式の処分       0 

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額) 

662 231 893 893 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

662 231 893 3,532 

平成18年９月30日残高 

（百万円）
4,213 △131 4,081 55,104 



当連結会計年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年９月30日残高 

（百万円）
4,247 5,437 41,351 △14 51,022 

連結会計年度中の変動額          

新株の発行 522 522     1,044 

剰余金の配当     △1,444   △1,444 

当期純利益     4,147   4,147 

自己株式の取得     △5 △5 

自己株式の処分   0   0 0 

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額) 

       

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

522 522 2,703 △5 3,742 

平成19年９月30日残高 

（百万円）
4,769 5,959 44,055 △19 54,765 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券

評価差額金 

為替換算調整 

勘定 

評価・換算 

差額等合計 

平成18年９月30日残高 

（百万円）
4,213 △131 4,081 55,104 

連結会計年度中の変動額        

新株の発行       1,044 

剰余金の配当       △1,444 

当期純利益       4,147 

自己株式の取得       △5 

自己株式の処分       0 

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額) 

132 44 177 177 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

132 44 177 3,919 

平成19年９月30日残高 

（百万円）
4,345 △86 4,258 59,024 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

     

税金等調整前当期純利
益 

  5,838 6,411 

減価償却費   2,574 2,985 

退職給付引当金の増加
額 

  223 130 

役員退職慰労引当金の
増加額 

  31 33 

賞与引当金の増加額   3 16 

役員賞与引当金の増減
額(△減少額） 

  42 △30 

貸倒引当金の増減額
（△減少額） 

  △13 2 

受取利息及び受取配当
金 

  △162 △254 

支払利息   4 0 

為替差損益（△差益）   △1 0 

固定資産売却益   △1 △3 

固定資産売却損   1 0 

固定資産廃棄損   86 59 

投資有価証券売却益   △53 △60 

関係会社出資金評価損   10 - 

売上債権の増加額   △1,209 △433 

棚卸資産の増減額 
(△増加額） 

  △375 165 

仕入債務の増減額 
（△減少額） 

  △229 666 

未払費用の増加額   75 100 

未収消費税等の増加額   △128 - 

未払消費税等の増減額 
(△減少額） 

  △99 303 

役員賞与の支払額   △42 - 

その他   △91 △287 

小計   6,483 9,803 

利息及び配当金の受取
額 

  168 252 

利息の支払額   △4 △0 

法人税等の支払額   △2,487 △2,362 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  4,160 7,693 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

     

定期預金の預入による
支出 

  △20 △20 

定期預金の払出による
収入 

  20 20 

有価証券の取得による
支出 

  △1,500 △500 

有価証券の売却による
収入 

  2,500 400 

投資有価証券の取得に
よる支出 

  △651 △220 

投資有価証券の売却に
よる収入 

  73 90 

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △4,481 △2,461 

有形固定資産の売却に
よる収入 

  4 7 

無形固定資産の取得に
よる支出 

  △448 △1,189 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △4,504 △3,872 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

     

配当金の支払額   △1,031 △1,443 

その他   △0 △4 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △1,032 △1,448 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

  38 △50 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額（△減少額） 

  △1,336 2,321 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  12,541 11,204 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

 ※１ 11,204 13,526 

       



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１．連結の範囲に関する 

  事項 

① 連結子会社の数 ４社 

連結子会社の名称 

T.HASEGAWA U.S.A.,INC. 

長谷川香料（上海）有限公司 

長谷川香料（蘇州）有限公司 

長谷川ファインフーズ株式会社 

平成18年８月に長谷川香料（蘇州）

有限公司を設立したことにより、当

連結会計年度より連結の範囲に含め

ることといたしました。 

① 連結子会社の数 ４社 

連結子会社の名称 

T.HASEGAWA U.S.A.,INC. 

長谷川香料（上海）有限公司 

長谷川香料（蘇州）有限公司 

長谷川ファインフーズ株式会社 

  ② 主要な非連結子会社の名称等 

 T.HASEGAWA (SOUTHEAST ASIA)  

 CO.,LTD. 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社はいずれも小規模であ

り、合計の総資産、売上高、当期純

損益及び利益剰余金等は、連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

② 主要な非連結子会社の名称等 

同左 

  

  

２．持分法の適用に関する事

項 

非連結子会社２社及び関連会社 株式会社

エー・ティ・エイチ他１社は、それぞれ

連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適用から除外し

ております。 

同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうち長谷川香料（上海）有

限公司及び長谷川香料（蘇州）有限公司

の決算日は、12月31日であります。連結

財務諸表の作成に当たっては、連結決算

日現在で実施した仮決算に基づく財務諸

表を使用しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  ② 棚卸資産 

主として先入先出法による低価法 

② 棚卸資産 

主として総平均法による低価法 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は定率法。

ただし、平成10年4月1日以降に取得

した建物（付属設備を除く）は定額

法。 

在外連結子会社は定額法。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

① 有形固定資産 

同左 

  建物及び構築物 ８～50年 

機械装置    ５～10年 

 

  ② 無形固定資産 

定額法。 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法。 

② 無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

当社及び国内連結子会社は売上債権

及び貸付金等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。また、在外連結子会社は主と

して個別要引当額を計上しておりま

す。 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

当社及び国内連結子会社は従業員の

賞与の支給に備えて、翌連結会計年

度支給見込額のうち、当連結会計年

度負担額を計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

  ③ 役員賞与引当金 

当社は、取締役及び監査役に対する

賞与の支給に備えるため、当連結会

計年度末における年間支給見込額に

基づき、当連結会計年度において負

担すべき額を計上しております。 

③ 役員賞与引当金 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

  ④ 退職給付引当金 

当社及び在外連結子会社１社は従業

員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

なお、数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により、翌連

結会計年度から費用処理しておりま

す。 

また、当社は執行役員（取締役であ

る執行役員を除く）に対する退職慰

労金の支給に備えて、内規に基づく

連結会計年度末要支給額を計上して

おります。 

④ 退職給付引当金 

同左 

  

  

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

当社は取締役及び監査役の退職慰労

金の支給に備えて、内規に基づく連

結会計年度末要支給額を計上してお

ります。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

(5）消費税等の会計処理方

法 

税抜方式によっております。 同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

該当事項はありません。 ────────── 

７．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

────────── 該当事項はありません。 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

（役員賞与に関する会計基準） 

当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第

４号）を適用しております。この結果、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ42百万円減

少しております。 

（棚卸資産の評価方法） 

連結財務諸表提出会社は、従来、先入先出法による低価

法によっておりましたが、新原価計算システムの導入を

契機に、会計業務の合理化を図るため、当連結会計年度

より総平均法による低価法に変更いたしました。この変

更による当連結会計年度の連結財務諸表に与える影響は

軽微であります。 

なお、新原価計算システムの導入は当下期におこなった

ため、上記の変更も当下期におこなっております。 

したがって、当中間連結会計期間は従来の評価方法によ

っておりますが、当中間連結会計期間を変更後の評価方

法によった場合の中間連結財務諸表に与える影響は軽微

であります。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は、

55,104百万円であります。 

 また、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年

度における連結貸借対照表の純資産の部については、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

（有形固定資産の減価償却の方法） 

当連結会計年度より当社及び国内連結子会社は、平成19

年度の法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更しております。 

 なお、この変更による影響額は軽微であります。 



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

──────────────  （連結貸借対照表） 

前連結会計年度末において区分掲記しておりました投資そ

の他の資産の「保険積立金」は、当連結会計年度において

重要性が乏しくなったため、投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しております。 

なお、当連結会計年度末における「保険積立金」の金額

は、137百万円であります。 

 （連結損益計算書） 

前連結会計年度において区分掲記しておりました「為替差

益」は、当連結会計年度において営業外収益の総額の100

分の10以下の金額となりましたので、営業外収益の「その

他」に含めて表示しております。 

なお、当連結会計年度における「為替差益」の金額は、38

百万円であります。 

 

前連結会計年度において営業外収益の「その他」に含めて

表示しておりました「受取賠償金」は、当連結会計年度に

おいて営業外収益の総額の100分の10を超えることとなっ

たため区分掲記しております。 

なお、前連結会計年度の「受取賠償金」の金額は3百万円

であります。 

 （連結損益計算書） 

前連結会計年度において区分掲記しておりました「受取賠

償金」は、当連結会計年度において営業外収益の総額の

100分の10以下の金額となりましたので、営業外収益の

「その他」に含めて表示しております。 

なお、当連結会計年度における「受取賠償金」の金額は、

0百万円であります。 

 

前連結会計年度において区分掲記しておりました「貸与資

産減価償却費」は、当連結会計年度において営業外費用の

総額の100分の10以下の金額となりましたので、営業外費

用の「その他」に含めて表示しております。 

なお、当連結会計年度における「貸与資産減価償却費」の

金額は、3百万円であります。 

 

前連結会計年度において区分掲記しておりました「貸与資

産修繕費」は、当連結会計年度において営業外費用の総額

の100分の10以下の金額となりましたので、営業外費用の

「その他」に含めて表示しております。 

なお、当連結会計年度における「貸与資産修繕費」の金額

は、23百万円であります。 

 

営業外費用の「為替差損」は、当連結会計年度において営

業外費用の総額の100分の10を超えることとなったため区

分掲記しております。 

なお、前連結会計年度の「為替差損」の金額は零でありま

す。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（平成19年９月30日） 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券 (株式)    23百万円

投資その他の資産「その他」 

（出資金） 
 12 

投資有価証券 (株式)      23百万円

投資その他の資産「その他」 

（出資金） 
 12 

２．受取手形割引高          56百万円 ２．受取手形割引高         79百万円

※３．期末日満期手形の会計処理 ※３．期末日満期手形の会計処理 

期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当連結

会計年度の末日が金融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形が、連結会計年度末残高に含

まれております。 

期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当連結

会計年度の末日が金融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形が、連結会計年度末残高に含

まれております。 

受取手形 133百万円 受取手形    121百万円

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

※１．売上原価に含まれる棚卸資産に関する低価法によ

る評価減額は、176百万円であります。 

  

※１．売上原価に含まれる棚卸資産に関する低価法によ

る評価減額は、153百万円であります。 

  

※２．研究開発費の総額 ※２．研究開発費の総額 

販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 

       3,278百万円

販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 

       3,430百万円

※３．固定資産売却益の内訳 ※３．固定資産売却益の内訳 

機械装置及び運搬具      1百万円 機械装置及び運搬具     3百万円

工具器具備品 0 

計         3百万円

※４．固定資産売却損の内訳 ※４．固定資産売却損の内訳 

工具器具備品      1百万円 工具器具備品       0百万円

※５．固定資産廃棄損の内訳 ※５．固定資産廃棄損の内訳 

建物及び構築物       81百万円

機械装置及び運搬具 35 

工具器具備品  17 

計       134百万円

建物及び構築物         47百万円

機械装置及び運搬具 34 

工具器具備品 10 

計          92百万円



（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度（自 平成17年10月１日至 平成18年９月30日）   

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

２. 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であり、自己株式の数の減少は、単元未満株式の

買増し請求による売渡しによるものであります。 

３. 新株予約権に関する事項 

一括法により負債に計上されている新株予約権付社債の新株予約権に関する事項 

４.配当に関する事項 

① 配当金支払額 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になるもの 

株式の種類 前連結会計年度末の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式 41,266千株 －千株 －千株 41,266千株 

株式の種類 前連結会計年度末の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式  (注）  8千株 0千株 0千株 9千株 

  平成15年９月２日取締役会決議分 

目的となる株式の種類 普通株式 

目的となる株式の数 2,961,290株 

イ．平成17年12月21日開催第44回定時株主総会決議による普通株式の配当に関する事項 

・配当金の総額 1,031百万円 

・１株当たり配当額 25円 

・基準日 平成17年９月30日 

・効力発生日 平成17年12月22日 

イ．平成18年12月21日開催第45回定時株主総会決議による普通株式の配当に関する事項 

・配当金の総額 1,031百万円 

・配当の原資 利益剰余金 

・１株当たり配当額 25円 

・基準日 平成18年９月30日 

・効力発生日 平成18年12月22日 



当連結会計年度（自 平成18年10月１日至 平成19年９月30日）   

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注） 発行済株式総数の増加は、新株予約権の行使による新株の発行によるものであります。  

２. 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であり、自己株式の数の減少は、単元未満株式の

買増し請求による売渡しによるものであります。 

３. 新株予約権に関する事項 

（注） 新株予約権の減少は、新株予約権の行使によるものであります。 

４.配当に関する事項 

① 配当金支払額 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になるもの 

株式の種類 前連結会計年度末の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式  （注） 41,266千株 673千株 －千株 41,940千株 

株式の種類 前連結会計年度末の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式  (注）  9千株 2千株 0千株 11千株 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当連結会計
年度末残高
（百万円）前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 平成15年新株予約権 （注） 普通株式 2,961 － 673 2,287 － 

合計 － － － － － － 

イ．平成18年12月21日開催第45回定時株主総会決議による普通株式の配当に関する事項 

・配当金の総額      1,031百万円 

・１株当たり配当額   25円 

・基準日 平成18年９月30日 

・効力発生日 平成18年12月22日 

ロ．平成19年５月18日開催の取締役会決議による普通株式の配当に関する事項 

・配当金の総額      412百万円 

・１株当たり配当額   10円 

・基準日 平成19年３月31日 

・効力発生日 平成19年６月11日 

イ．平成19年11月21日開催の取締役会決議による普通株式の配当に関する事項 

・配当金の総額      838百万円 

・配当の原資 利益剰余金 

・１株当たり配当額   20円 

・基準日 平成19年９月30日 

・効力発生日 平成19年12月21日 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

※１. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年9月30日現在） （平成19年9月30日現在） 

現金及び預金勘定      7,917百万円

有価証券勘定 3,699 

計     11,616百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △10 

償還期間が3ヶ月を超える債券等 △401 

現金及び現金同等物     11,204百万円

現金及び預金勘定    10,040百万円

有価証券勘定 3,995 

計     14,036百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △10 

償還期間が3ヶ月を超える債券等 △500 

現金及び現金同等物     13,526百万円

 ──────────────   ２．重要な非資金取引の内容 

新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付社債）

に付された新株予約権の行使 

新株予約権の行使による 

資本金増加額 
       522百万円

新株予約権の行使による 

資本剰余金増加額 
522 

新株予約権の行使による 

新株予約権付社債減少額 
     1,044百万円



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

工具器具備品 683 320 363 

合計 683 320 363 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

工具器具備品 840 429 410 

合計 840 429 410 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

（注）         同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内       129百万円

１年超 233 

合計 363百万円

１年内       148百万円

１年超 262 

合計   410百万円

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

（注）         同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料        135百万円

減価償却費相当額        135百万円

支払リース料        150百万円

減価償却費相当額        150百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内      22百万円

１年超 16 

合計       39百万円

１年内       14百万円

１年超 8 

合計         22百万円

（減損損失について） （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略しております。 

リース資産に配分された減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略しております。 



（有価証券関係） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 時価のない主な有価証券の内容 

（注）取得原価に比べ、時価のある有価証券は期末における時価が30％以上下落した場合に、時価がない有価証
券は発行会社の直近決算における１株当たり純資産額が50％以上下回った場合に、それぞれ減損処理を行
っております。 

  種類 

前連結会計年度（平成18年９月30日） 当連結会計年度（平成19年９月30日） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの 

株式 2,561 9,653 7,091 2,223 9,580 7,357 

債券            

国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― 

社債 ― ― ― ― ― ― 

その他 ― ― ― ― ― ― 

その他 ― ― ― ― ― ― 

小計 2,561 9,653 7,091 2,223 9,580 7,357 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの 

株式 98 86 △12 627 571 △55 

債券            

国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― 

社債 ― ― ― ― ― ― 

その他 ― ― ― ― ― ― 

その他 ― ― ― ― ― ― 

小計 98 86 △12 627 571 △55 

合計 2,660 9,739 7,079 2,850 10,151 7,301 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日） 

売却額（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

売却額（百万円）
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

73 53 ― 90 60 ― 

種類 
前連結会計年度（平成18年９月30日） 当連結会計年度（平成19年９月30日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)満期保有目的の債券    

  非上場外国債券 901 1,000 

 短期社債 3,297 3,495 

(2)非連結子会社及び関連会社

株式 
23 23 

(3)その他有価証券    

非上場株式 

  

234 235 



４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 
前連結会計年度（平成18年９月30日） 

当連結会計年度（平成19年９月30日） 

 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内 
(百万円) 

５年超10年以内 
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

1.債券        

(1)その他 3,699 500 ― ― 

合計 3,699 500 ― ― 

 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内 
(百万円) 

５年超10年以内 
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

1.債券        

(1)その他 3,995 500 ― ― 

合計 3,995 500 ― ― 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成18年10月１日 至平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けているほか、東京薬業厚

生年金基金制度に加入しております。また、執行役員（取締役である執行役員を除く）に対して退職年金制

度及び退職一時金制度を設けております。なお、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計

算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。 

 また、在外連結子会社のうち１社は確定給付型退職一時金制度を、１社は確定拠出型年金制度を、それぞ

れ採用しております。 

２ 退職給付債務及びその内訳 

(注) 複数事業主制度の企業年金の拠出額の処理方法 

 当社は東京薬業厚生年金基金制度に加入しておりますが、当該厚生年金基金制度は「退職給付会計に関

する実務指針（中間報告）」第33項の例外処理を行う制度であり、同基金の年金資産残高のうち掛金拠出

割合に基づく当連結会計年度末の年金資産残高は5,967百万円（前連結会計年度5,371百万円）でありま

す。 

３ 退職給付費用の内訳 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

項         目 
前連結会計年度 

（平成18年９月30日） 
当連結会計年度 

（平成19年９月30日） 

(1)退職給付債務(百万円) △7,559 △7,668 

(2)年金資産(百万円) 1,616 1,697 

(3)未積立退職給付債務 (1)＋(2) (百万円) △5,943 △5,970 

(4)未認識数理計算上の差異(百万円) 304 200 

(5)退職給付引当金 (3)＋(4) (百万円) △5,639 △5,770 

 
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日）

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日）

退職給付費用（百万円） 838 844 

(1)勤務費用（百万円） 662 690 

(2)利息費用（百万円） 140 144 

(3)期待運用収益（減算）（百万円） △29 △48 

(4)数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 65 58 

 
前連結会計年度 

（平成18年９月30日） 
当連結会計年度 

（平成19年９月30日） 

(1)割引率（％） 2.0 2.0 

(2)期待運用収益率（％） 2.0 3.0 

(3)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(4)数理計算上の差異の処理年数（年） 発生年度の翌年から10年 同左 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

退職給付引当金      2,270百万円

役員退職慰労引当金 601 

賞与引当金 381 

未払事業税 102 

棚卸資産未実現利益 82 

試験研究費棚卸負担額 72 

その他 329 

繰延税金資産小計 3,840 

評価性引当額 △4 

繰延税金資産合計 3,836 

繰延税金負債との相殺 △3,061 

繰延税金資産の純額 774百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △2,867百万円

圧縮記帳積立金 △234 

その他 △49 

繰延税金負債合計 △3,151 

繰延税金資産との相殺 3,061 

繰延税金負債の純額      △89百万円

繰延税金資産  

退職給付引当金      2,315百万円

役員退職慰労引当金 615 

賞与引当金 387 

未払事業税 97 

試験研究費棚卸負担額 69 

棚卸資産未実現利益 58 

棚卸資産評価損 50 

その他 293 

繰延税金資産小計 3,889 

評価性引当額 △4 

繰延税金資産合計 3,885 

繰延税金負債との相殺 △3,137 

繰延税金資産の純額   748 百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △2,957 百万円

圧縮記帳積立金 △233 

前払費用認容額 △55 

その他 △2 

繰延税金負債合計 △3,248 

繰延税金資産との相殺 3,137 

繰延税金負債の純額 △111 百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.5％

（調整）  

交際費等永久に損金不算入項目 2.1 

試験研究費等税額控除 △3.7 

連結子会社法定実効税率差異 △2.0 

その他 △0.5 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.4％

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.5％

（調整）  

交際費等永久に損金不算入項目 1.6 

試験研究費等税額控除 △5.0 

連結子会社法定実効税率差異 △2.0 

その他 0.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.3％



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日）及び当連結会計年度（自平成18年10月１日 至

平成19年９月30日）において、当社グループは各種香料の製造・販売を主事業としており、当該セグメント以外

に開示基準に該当するセグメントがありません。このため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しており

ます。 

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日）において、本邦の売上高及び資産の金額は全セ

グメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％を超えているた

め、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 （注）１.国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

       ２.本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

その他の地域・・・・・・・・アジア、北米、欧州、オセアニア他 

       ３.当連結会計年度の資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、17,327百万円であり、

その主なものは、当社の余資運用資金及び長期投資資金であります。 

 当連結会計年度（自平成18年10月１日 至平成19年９月30日）  

 
日本 

（百万円）
 その他の地域

（百万円）
計 

（百万円）
消去又は全社 

（百万円） 
連結 

（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高            

(1）外部顧客に対する売上高 45,032 5,034 50,066 － 50,066 

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高 
922 187 1,110 (1,110) － 

計 45,955 5,221 51,177 (1,110) 50,066 

 営業費用 40,076 4,609 44,686 (1,127) 43,558 

 営業利益 5,878 611 6,490 17 6,508 

Ⅱ 資産 64,791 8,105 72,897 11,113 84,010 



【海外売上高】 

 最近２連結会計年度における海外売上高は次のとおりであります。 

前連結会計年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

（注）1.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

2.国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

3.各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア・・・・・・・中国、韓国及び東南アジア諸国 

4.地域区分の変更 

「アジア」につきましては、当連結会計年度より当該地域の売上高が連結売上高の10％を超えたため区

分掲記しております。なお、前連結会計年度における「アジア」の海外売上高は4,688百万円、売上高

の割合は9.8％であります。 

当連結会計年度（自平成18年10月１日 至平成19年９月30日） 

（注）1.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

2.国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

3.各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア・・・・・・・中国、韓国及び東南アジア諸国 

  アジア その他地域 計 

 Ⅰ 海外売上高（百万円） 5,774 1,505 7,279 

 Ⅱ 連結売上高（百万円）     47,000 

 Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 12.3 3.2 15.5 

  アジア その他地域 計 

 Ⅰ 海外売上高（百万円） 6,445 1,833 8,279 

 Ⅱ 連結売上高（百万円）     50,066 

 Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 12.9 3.6 16.5 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

 (1）役員及び個人主要株主等 

 （注）１．上記金額のうち取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針 

不動産賃借については、２年毎に不動産鑑定士の鑑定を基に賃借料を決定しております。 

３．長谷川博一の賃借保証金は、研修センター賃借の保証金であります。 

 (2）子会社等 

 （注）１．上記金額のうち取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針 

設備の貸与は償却コストならびに金利等に基づき賃貸料を決定しており、金利については市場金利を勘案し

ております。 

３．㈱エー・ティ・エイチとは上記の取引のほか、フルーツ加工品について、同社設立のパートナーである㈱ア

ルプス（㈱エー・ティ・エイチに対する出資比率50％、住所：長野県塩尻市）に対して当社が外注加工委託

し、㈱アルプスが㈱エー・ティ・エイチに下請け製造させている取引があり、同取引における平成18年９月

期の当社から㈱アルプスへの外注金額は887百万円となっております。また、当社から㈱エー・ティ・エイ

チへ原材料を無償支給しており、その取引金額は1,177百万円であります。 

 その取引形態及び上記表中の取引形態を図で示すと下記参考図のとおりであります。 

属性 
氏名又は
会社の名
称 

住所 

資本金
又は出
資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権
等の所
有(被所
有)割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

役員の
兼任等
（人）

事業上 
の関係 

役員及び 
その近親
者 

長谷川 
博一 

－ － 

当社取締役
及び㈱長谷
川藤太郎商
店代表取締
役 

(被所有) 
直接 

0.34 
－ － 

不動産賃借 40 － － 

賃借保証金 － 敷金 2 

長谷川 
俶子 

－ － 
当社代表取
締役社長の
実母 

(被所有) 
直接 

0.13 
－ － 不動産賃借 5 － － 

役員及び 
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社 

㈱長谷川 
藤太郎商
店 

東京都 
中央区 

22 

不動産賃
貸・管理及
び損害保険
代理店業 

(被所有) 
直接 

42.65 

役員 
2 

厚生施設の
賃借及び損
害保険 

不動産賃借 1 － － 

属性 
会社等
の名称 

住所 

資本金
又は出
資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権
等の所
有(被所
有)割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

役員の
兼任等
（人）

事業上 
の関係 

関連会社 
㈱エー・
ティ・エ
イチ 

長野県 
塩尻市 

10 
フルーツ加
工品の製造
及び販売 

(所有) 
直接 

50.00 

役員 
4 

フルー
ツ加工
品の製
造委託 

設備の貸与 72 － － 



当連結会計年度（自平成18年10月１日 至平成19年９月30日） 

  役員及び個人主要株主等 

 （注）１．上記金額のうち取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針 

 不動産賃借については、２年毎に不動産鑑定士の鑑定を基に賃借料を決定しております。 

 株式売買については、上場株式を東京証券取引所立会外取引ToSTNeTにおいて当日終値でもって売買いた

しました。なお、この売買は大和証券SMBC㈱を経由した取引であります。 

３．長谷川博一の賃借保証金は、研修センター賃借の保証金であります。 

属性 
氏名又は
会社の名
称 

住所 

資本金
又は出
資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権
等の所
有(被所
有)割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

役員の
兼任等
（人）

事業上 
の関係 

役員及び 
その近親
者 

長谷川 
博一 

－ － 

当社取締役
及び㈱長谷
川藤太郎商
店代表取締
役 

(被所有) 
直接 

0.34 
－ － 

不動産賃借 40 － － 

賃借保証金 － 敷金 2 

長谷川 
俶子 

－ － 
当社代表取
締役社長の
実母 

(被所有) 
直接 

0.13 
－ － 不動産賃借 5 － － 

役員及び 
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社 

㈱長谷川 
藤太郎商
店 

東京都 
中央区 

22 

不動産賃
貸・管理及
び損害保険
代理店業 

(被所有) 
直接 

41.96 

役員 
2 

厚生施設の
賃借及び損
害保険 

不動産賃借 1 － － 

香泉殖産
㈱ 

東京都 
中央区 

100 

土地建物の
売買・仲介
及び賃貸 
有価証券の
投資 

(被所有) 
直接 

0.49 

役員 
1 

株式の売買 株式売買 163 － － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１株当たり純資産額      1,335円62銭

１株当たり当期純利益     90円00銭

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益      83円98銭

１株当たり純資産額      1,407円73銭

１株当たり当期純利益       100円12銭

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益        93円80銭

 
前連結会計年度 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日) 

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益（百万円） 3,713 4,147 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,713 4,147 

期中平均株式数（株） 41,257,921 41,423,723 

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（株） 2,961,290 2,793,945 

（うち新株予約権） (2,961,290) (2,793,945) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含めなか
った潜在株式の概要 

－ － 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 同左 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．（ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

    ２．新株予約権付社債に関する記載は次のとおりであります。 

なお、新株予約権を行使しようとする者の請求があるときは、その新株予約権が付せられた社債の全額の償還

に代えて、新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込があったものとします。また、新株予約

権が行使されたときには、当該請求があったものとみなします。 

  

３．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 特記すべき事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率（％） 担保 償還期限 

長谷川香料株式会社

（当社） 

2008年満期円貨建転換社

債型新株予約権付社債 

平成15年９月

25日 
4,590 

3,546 

(3,546) 
－ なし 

平成20年９

月30日 

合計 － － 4,590 
3,546 

(3,546) 
－ － － 

銘柄 2008年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債 

発行すべき株式 長谷川香料株式会社 普通株式 

新株予約権の発行価額（円） 無償 

株式の発行価格（円） 1,550 

発行価額の総額（百万円） 6,000 

新株予約権の行使により発行した株式の発行

価額の総額（百万円） 
2,454 

新株予約権の付与割合（％） 100 

新株予約権の行使期間 自平成15年10月９日 至平成20年９月16日 

１年以内 
（百万円） 

１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

3,546 － － － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年９月30日） 
当事業年度 

（平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ．流動資産              

１．現金及び預金     6,522     6,939  

２．受取手形 ※２   1,546     1,402  

３．売掛金     15,478     15,997  

４．有価証券     3,699     3,995  

５．商品     521     516  

６．製品     4,500     5,086  

７．原材料     3,833     3,876  

８．仕掛品     791     39  

９．貯蔵品     188     204  

10．前払費用     196     240  

11．繰延税金資産     654     632  

12．その他     236     120  

13．貸倒引当金     △0     △0  

流動資産合計     38,170 48.6   39,052 47.5 

Ⅱ．固定資産              

(1）有形固定資産              

１．建物   18,353     18,583    

減価償却累計額   9,279 9,074   9,941 8,641  

２．構築物   2,438     2,476    

減価償却累計額   1,476 962   1,533 943  

３．機械装置   28,568     28,900    

減価償却累計額   21,916 6,652   23,283 5,616  

４．車両運搬具   392     406    

減価償却累計額   324 68   332 73  

５．工具器具備品   3,290     3,364    

減価償却累計額   2,555 734   2,679 685  

６．土地     5,869     5,870  

７．建設仮勘定     241     1,599  

有形固定資産合計     23,602 30.1   23,430 28.6 

 



   
前事業年度 

（平成18年９月30日） 
当事業年度 

（平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

(2)無形固定資産              

１．借地権     140     133  

２．ソフトウェア     24     1,598  

３．ソフトウェア仮勘定     1,051     －  

４．その他     0     0  

無形固定資産合計     1,217 1.5   1,732 2.1 

(3)投資その他の資産              

１．投資有価証券     10,474     10,886  

２．関係会社株式     1,949     2,192  

３．関係会社出資金     2,409     3,659  

４．破産・更生債権等     1     0  

５．長期前払費用     40     16  

６．保険積立金     118     137  

７．敷金     48     47  

８．会員権     274     270  

９．その他     245     733  

10．貸倒引当金     △24     △29  

投資その他の資産合計     15,537 19.8   17,916 21.8 

固定資産合計     40,357 51.4   43,079 52.5 

資産合計     78,528 100.0   82,131 100.0 

               

 



   
前事業年度 

（平成18年９月30日） 
当事業年度 

（平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ．流動負債              

１．支払手形     920     893  

２．買掛金     5,651     6,256  

３. 一年内償還予定新株予
約権付社債  

    －     3,546  

４．未払金     1,407     2,021  

５．未払費用     1,747     1,832  

６．未払法人税等     1,098     1,008  

７．未払消費税等     －     288  

８．預り金     121     126  

９．賞与引当金     930     947  

10．役員賞与引当金     42     12  

11．設備支払手形     628     219  

12．その他     8     2  

流動負債合計     12,557 16.0   17,153 20.9 

Ⅱ．固定負債              

１．新株予約権付社債     4,590     －  

２．繰延税金負債     89     111  

３．退職給付引当金     5,606     5,718  

４．役員退職慰労引当金     1,485     1,519  

５．その他     4     －  

固定負債合計     11,777 15.0   7,349 8.9 

負債合計     24,334 31.0   24,502 29.8 

               

 



   
前事業年度 

（平成18年９月30日） 
当事業年度 

（平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）              

Ⅰ. 株主資本               

  1． 資本金     4,247 5.4   4,769 5.8 

  2． 資本剰余金              

  (1) 資本準備金   5,437     5,959    

  (2)その他資本剰余金   0     0    

 資本剰余金合計     5,437 6.9   5,959 7.3 

    3． 利益剰余金               

   (1) 利益準備金   394     394     

   (2) その他利益剰余金               

  圧縮記帳積立金   344     343     

  別途積立金   25,700     26,700     

  繰越利益剰余金    13,870     15,136     

 利益剰余金合計     40,309 51.3   42,573 51.8 

4. 自己株式       △14 △0.0   △19 △0.0 

 株主資本合計     49,980 63.6   53,283 64.9 

Ⅱ．評価・換算差額等              

  1．その他有価証券評価差
額金 

    4,213 5.4   4,345 5.3 

評価・換算差額等合計     4,213 5.4   4,345 5.3 

純資産合計     54,193 69.0   57,628 70.2 

負債純資産合計     78,528 100.0   82,131 100.0 



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ．売上高              

１．製品売上高   40,429     42,655    

２．商品売上高   3,355 43,784 100.0 3,299 45,955 100.0 

Ⅱ．売上原価              

１．製品売上原価              

(1）期首製品棚卸高   4,654     4,500    

(2）当期製品製造原価   24,467     28,624    

(3）他勘定より振替高 ※１ 1,498     5    

合計   30,620     33,130    

(4）他勘定振替高 ※２ 250     339    

(5）期末製品棚卸高 ※４ 4,500     5,086    

(6）原材料低価法評価損   36     25    

製品売上原価   25,906     27,729    

２．商品売上原価              

(1）期首商品棚卸高   304     521    

(2）当期商品仕入高   3,098     2,864    

合計   3,402     3,385    

(3）他勘定振替高 ※３ 7     14    

(4）期末商品棚卸高 ※５ 521     516    

商品売上原価   2,873 28,780 65.7 2,854 30,584 66.6 

売上総利益     15,004 34.3   15,370 33.4 

 



   
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅲ．販売費及び一般管理費 ※６            

１．販売手数料   345     238    

２．荷造運送費   978     947    

３．旅費交通費   392     374    

４．交際費   204     196    

５．役員報酬   224     251    

６．給料手当   3,659     3,750    

７．賞与引当金繰入額   580     584    

８．役員賞与引当金繰入額   42     12    

９．退職給付費用   491     485    

10．役員退職慰労引当金繰
入額 

  55     58    

11．福利厚生費   570     579    

12．賃借料   349     374    

13．減価償却費   324     389    

14．その他   1,238 9,458 21.6 1,256 9,499 20.6 

営業利益     5,546 12.7   5,871 12.8 

Ⅳ．営業外収益              

１．受取利息   15     29    

２．受取配当金  ※７ 212     204    

３．設備賃貸料 ※７ 72     －    

４．その他   145 445 1.0 135 369 0.8 

               

 



   
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅴ．営業外費用              

１．支払利息   4     0    

２．棚卸資産廃棄損   306     346    

３．貸与資産減価償却費   61     －    

４．貸与資産修繕費   71     －    

５．その他   12 456 1.1 39 386 0.9 

経常利益     5,535 12.6   5,853 12.7 

Ⅵ．特別利益              

１．貸倒引当金戻入益   17     －     

２．固定資産売却益  ※８ －     0     

３．投資有価証券売却益   53 70 0.2 60 61 0.2 

Ⅶ．特別損失              

１．固定資産廃棄損 ※９ 133     87    

２. 貸倒引当金繰入額   －     5    

３. 関係会社出資金評価損   10     －    

４．その他   3 146 0.3 － 92 0.2 

税引前当期純利益     5,459 12.5   5,822 12.7 

法人税、住民税及び事
業税 

  2,326     2,161    

法人税等調整額   △241 2,084 4.8 △46 2,114 4.6 

当期純利益     3,374 7.7   3,708 8.1 

               



製造原価明細書 

（脚注） 

   
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ．材料費   14,358 58.5 16,556 59.4 

Ⅱ．労務費   4,089 16.7 4,189 15.0 

Ⅲ．経費 ※２ 6,102 24.8 7,126 25.6 

当期総製造費用   24,550 100.0 27,873 100.0 

期首仕掛品棚卸高   707   791  

合計   25,258   28,664  

期末仕掛品棚卸高   791   39  

当期製品製造原価   24,467   28,624  

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

 １．原価計算の方法  １．原価計算の方法 

部門別総合原価計算を採用しております。 同左 

※２．経費の内訳 ※２．経費の内訳 

外注加工費        1,588百万円

消耗品費 313 

動力費 559 

修繕費 642 

減価償却費 2,036 

環境保全費 299 

その他 662 

計        6,102百万円

外注加工費        1,456百万円

消耗品費 400 

動力費 659 

修繕費 766 

減価償却費 2,433 

環境保全費 353 

その他 1,057 

計        7,126百万円



③【株主資本等変動計算書】 

 前事業年度 （自平成17年10月1日 至平成18年9月30日)                     

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株

式 

株主資

本合計 
資本準

備金 

その他 

資本剰

余金 

資本剰

余金 

合計 

利益準

備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 

合計 

圧縮記

帳積立

金 

別途 

積立金 

繰越利

益剰余

金 

平成17年９月30日

残高(百万円) 
4,247 5,437 0 5,437 394 347 24,700 12,566 38,008 △13 47,680

事業年度中の変動

額 
                     

剰余金の配当         △1,031 △1,031   △1,031

利益処分による

役員賞与 
            △42 △42   △42

当期純利益             3,374 3,374   3,374

自己株式の取得                 △1 △1

自己株式の処分     0 0           0 0

利益処分による

圧縮記帳積立金

の取崩 

          △1 1 －   －

圧縮記帳積立金

の取崩 
          △1 1 －   －

別途積立金 

の積立 
          1,000 △1,000 －   －

株主資本以外の 

項目の事業年度

中の変動額(純

額) 

                     

事業年度中の変動

額合計(百万円) 
－ － 0 0 － △3 1,000 1,303 2,300 △0 2,299

平成18年９月30日

残高(百万円) 
4,247 5,437 0 5,437 394 344 25,700 13,870 40,309 △14 49,980

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証

券評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

平成17年９月30日

残高(百万円) 
3,550 3,550 51,230

事業年度中の変動

額 
     

剰余金の配当     △1,031

利益処分による

役員賞与 
    △42

当期純利益     3,374

自己株式の取得     △1

自己株式の処分     0

利益処分による

圧縮記帳積立金

の取崩 

    －

圧縮記帳積立金

の取崩 
    －

別途積立金 

の積立 
    －

株主資本以外の 

項目の事業年度

中の変動額(純

額) 

662 662 662

事業年度中の変動

額合計(百万円) 
662 662 2,962

平成18年９月30日

残高(百万円) 
4,213 4,213 54,193



 当事業年度 （自平成18年10月1日 至平成19年9月30日)                     

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株

式 

株主資

本合計 
資本準

備金 

その他 

資本剰

余金 

資本剰

余金 

合計 

利益準

備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 

合計 

圧縮記

帳積立

金 

別途 

積立金 

繰越利

益剰余

金 

平成18年９月30日

残高(百万円) 
4,247 5,437 0 5,437 394 344 25,700 13,870 40,309 △14 49,980

事業年度中の変動

額 
                     

新株の発行 522 522   522         1,044

剰余金の配当         △1,444 △1,444   △1,444

当期純利益             3,708 3,708   3,708

自己株式の取得                 △5 △5

自己株式の処分     0 0           0 0

圧縮記帳積立金

の取崩 
          △1 1     －

別途積立金 

の積立 
          1,000 △1,000     －

株主資本以外の 

項目の事業年度

中の変動額(純

額) 

                     

事業年度中の変動

額合計(百万円) 
522 522 0 522 － △1 1,000 1,265 2,264 △5 3,303

平成19年９月30日

残高(百万円) 
4,769 5,959 0 5,959 394 343 26,700 15,136 42,573 △19 53,283

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証

券評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

平成18年９月30日

残高(百万円) 
4,213 4,213 54,193

事業年度中の変動

額 
     

新株の発行     1,044

剰余金の配当     △1,444

当期純利益     3,708

自己株式の取得     △5

自己株式の処分     0

圧縮記帳積立金

の取崩 
    －

別途積立金 

の積立 
    －

株主資本以外の 

項目の事業年度

中の変動額(純

額) 

132 132 132

事業年度中の変動

額合計(百万円) 
132 132 3,435

平成19年９月30日

残高(百万円) 
4,345 4,345 57,628



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１．有価証券の評価基準及

び評価方法 

① 満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

① 満期保有目的の債券 

同左 

  ② 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

② 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  ③ その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

③ その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．棚卸資産の評価基準及

び評価方法 

先入先出法による低価法 総平均法による低価法 

３．固定資産の減価償却の

方法 

① 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（付属設備を除く）は定

額法。なお、主な耐用年数は、以下

のとおりであります。 

① 有形固定資産 

同左 

  建物及び構築物 ８～50年 

機械装置 ８年 

 

     

  ② 無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法。 

② 無形固定資産 

同左 

４．引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

売上債権及び貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えて、翌事

業年度支給見込額のうち、当事業年

度負担額を計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

  ③ 役員賞与引当金 

取締役及び監査役に対する賞与の支

給に備えるため、当事業年度末にお

ける年間支給見込額に基づき、当事

業年度において負担すべき額を計上

しております。 

③ 役員賞与引当金 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

  ④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

なお、数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により、翌事業年

度から費用処理しております。 

また、執行役員（取締役である執行

役員を除く）に対する退職慰労金の

支給に備えて、内規に基づく事業年

度末要支給額を計上しております。 

④ 退職給付引当金 

同左 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

取締役及び監査役の退職慰労金の支

給に備えて、内規に基づく事業年度

末要支給額を計上しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

６．その他財務諸表作成の

ための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 



財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４

号）を適用しております。この結果、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益はそれぞれ42百万円減少してお

ります。 

（棚卸資産の評価方法） 

 従来、先入先出法による低価法によっておりました

が、新原価計算システムの導入を契機に、会計業務の合

理化を図るため、当事業年度より総平均法による低価法

に変更いたしました。この変更による当事業年度の財務

諸表に与える影響は軽微であります。 

 なお、新原価計算システムの導入は当下期におこなっ

たため、上記の変更も当下期におこなっております。 

 したがって、当中間会計期間は従来の評価方法によっ

ておりますが、当中間会計期間を変更後の評価方法によ

った場合の中間財務諸表に与える影響は軽微でありま

す。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。 

  なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は、

54,193百万円であります。 

 また、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

（有形固定資産の減価償却の方法） 

 当事業年度より平成19年度の法人税法の改正に伴い、

平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更し

ております。 

 なお、この変更による影響額は軽微であります。 



表示方法の変更 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

──────────────  （損益計算書） 

前事業年度において区分掲記しておりました「貸与資産減

価償却費」は、当事業年度において営業外費用の総額の

100分の10以下の金額となりましたので、営業外費用の

「その他」に含めて表示しております。 

なお、当事業年度における「貸与資産減価償却費」の金額

は、3百万円であります。 

 

前事業年度において区分掲記しておりました「貸与資産修

繕費」は、当事業年度において営業外費用の総額の100分

の10以下の金額となりましたので、営業外費用の「その

他」に含めて表示しております。 

なお、当事業年度における「貸与資産修繕費」の金額は、

23百万円であります。 

前事業年度 
（平成18年９月30日） 

当事業年度 
（平成19年９月30日） 

１. 受取手形割引高       56百万円 １. 受取手形割引高      79百万円

※２．期末日満期手形の会計処理 ※２．期末日満期手形の会計処理 

期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当事業

年度の末日が金融機関の休日であったため、次の

期末日満期手形が、事業年度末残高に含まれてお

ります。 

期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当事業

年度の末日が金融機関の休日であったため、次の

期末日満期手形が、事業年度末残高に含まれてお

ります。 

受取手形 133百万円 受取手形    121百万円



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

※１. 製品他勘定より振替高 ※１. 製品他勘定より振替高 

外注加工分受入      1,498百万円 営業外収益 (その他) 5百万円

     

※２. 製品他勘定振替高 ※２. 製品他勘定振替高 

販売費及び一般管理費 (その他)  15百万円

営業外費用 (廃棄損) 234 

計   250百万円

販売費及び一般管理費 (その他) 23百万円

営業外費用 (廃棄損)  214 

製造経費 (その他) 101 

計    339百万円

※３. 商品他勘定振替高 ※３. 商品他勘定振替高 

販売費及び一般管理費 (その他) 0百万円

営業外費用 (廃棄損) 7 

計     7百万円

販売費及び一般管理費 (その他) 0百万円

営業外費用 (廃棄損)  14 

計     14百万円

※４. 低価法による製品評価損 ※４. 低価法による製品評価損 

      97百万円         73百万円

※５. 低価法による商品評価損 ※５. 低価法による商品評価損 

     0百万円      5百万円

※６. 研究開発費の総額 ※６. 研究開発費の総額 

販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 

       2,970百万円

販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 

        3,056百万円

※７. 関係会社との取引 ※７. 関係会社との取引 

営業外収益  

受取配当金         80百万円

設備賃貸料    72百万円

営業外収益  

受取配当金         50百万円

 ────────────── ※８. 固定資産売却益の内訳 

   車両運搬具     0百万円

※９. 固定資産廃棄損の内訳 ※９. 固定資産廃棄損の内訳 

建物       74百万円

構築物  7 

機械装置  33 

車両運搬具  0 

工具器具備品  17 

計        133百万円

建物         37百万円

構築物  7 

機械装置  32 

車両運搬具  0 

工具器具備品  9 

計         87百万円



（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度 （自平成17年10月1日 至平成18年9月30日)    

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であり、自己株式の数の減少は、単元未満株式の

買増し請求による売渡しによるものであります。 

当事業年度 （自平成18年10月1日 至平成19年9月30日)    

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であり、自己株式の数の減少は、単元未満株式の

買増し請求による売渡しによるものであります。 

株式の種類 
前事業年度末の株式

数 

当事業年度増加株式

数 

当事業年度減少株式

数 

当事業年度末の株式

数 

普通株式 8千株 0千株 0千株 9千株 

株式の種類 
前事業年度末の株式

数 

当事業年度増加株式

数 

当事業年度減少株式

数 

当事業年度末の株式

数 

普通株式 9千株 2千株 0千株 11千株 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
(百万円) 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

期末残高相
当額 
(百万円) 

工具器具備品 683 320 363 

合計 683 320 363 

 
取得価額相
当額 
(百万円) 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

期末残高相
当額 
(百万円) 

工具器具備品 840 429 410 

合計 840 429 410 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

（注）         同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内      129百万円

１年超 233 

合計       363百万円

１年内    148百万円

１年超 262 

合計     410百万円

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

（注）         同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料        135百万円

減価償却費相当額        135百万円

支払リース料     150百万円

減価償却費相当額  150百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

(減損損失について） (減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略しております。 

リース資産に配分された減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略しております。 



（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日）及び当事業年度（自平成18年10月１日 至平成19年９

月30日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

退職給付引当金      2,270百万円

役員退職慰労引当金 601 

賞与引当金 377 

未払事業税 102 

試験研究費棚卸資産負担額 72 

その他 294 

繰延税金資産小計 3,718 

評価性引当額 △4 

繰延税金資産合計 3,714 

繰延税金負債との相殺 △3,059 

繰延税金資産の純額 654百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △2,867百万円

圧縮記帳積立金 △234 

その他 △47 

繰延税金負債合計 △3,149 

繰延税資産との相殺 3,059 

繰延税金負債の純額       △89百万円

繰延税金資産  

退職給付引当金     2,315百万円

役員退職慰労引当金 615 

賞与引当金 383 

未払事業税 97 

試験研究費棚卸資産負担額 69 

その他 291 

繰延税金資産小計 3,774 

評価性引当額 △4 

繰延税金資産合計 3,769 

繰延税金負債との相殺 △3,137 

繰延税金資産の純額   632 百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △2,957百万円

圧縮記帳積立金 △233 

前払費用認容額 △55 

その他 △2 

繰延税金負債合計 △3,248 

繰延税資産との相殺 3,137 

繰延税金負債の純額      △111百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.5％

（調整）  

交際費等永久に損金不算入項目 2.3 

試験研究費等税額控除 △4.0 

その他 △0.6 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.2％

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.5％

（調整）  

交際費等永久に損金不算入項目 1.8 

試験研究費等税額控除 △5.5 

その他 △0.5 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.3％



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１株当たり純資産額    1,313円53銭

１株当たり当期純利益    81円79銭

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益       76円32銭

１株当たり純資産額      1,374円45銭

１株当たり当期純利益      89円52銭

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益        83円86銭

 
前事業年度 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日) 

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益（百万円） 3,374 3,708 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,374 3,708 

期中平均株式数（株） 41,257,921 41,423,723 

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（株） 2,961,290 2,793,945 

（うち新株予約権） (2,961,290) (2,793,945) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含めなか
った潜在株式の概要 

－ － 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 同左 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

    銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証券 その他有価証券 

花王（株） 1,259,098 4,318 

（株）資生堂 727,538 1,855 

（株）マンダム 172,229 483 

ライオン（株） 730,220 394 

森永乳業（株） 514,773 236 

日清食品（株） 53,143 217 

明治乳業（株） 315,281 204 

宝ホールディングス(株） 300,000 202 

三井生命保険(株） 4,000 200 

（株）三井住友フィナンシ
ャルグループ 

205 183 

アサヒビール（株） 95,000 166 

カルピス(株） 116,625 159 

江崎グリコ（株） 112,484 145 

高砂香料工業（株） 213,407 141 

（株）ヤクルト本社 48,844 127 

森永製菓（株） 410,323 103 

東洋水産（株） 45,483 98 

（株）損害保険ジャパン 70,000 92 

明治製菓（株） 154,350 89 

三井住友海上火災保険(株） 52,000 70 

日本興亜損害保険（株） 70,000 69 

日本たばこ産業(株） 100 63 

大阪有機化学工業(株） 100,000 61 

（株）三菱ＵＦＪフィナン
シャル・グループ 

57,000 57 

アース製薬(株） 20,000 57 

三井化学(株） 49,000 55 

日清オイリオグループ(株） 105,000 51 

その他35銘柄 1,205,041 479 

計 7,001,148 10,386 



【債券】 

    銘柄 
券面総額 

 （百万円） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

有価証券 

 満期保有目的

の債券 

三井住友銀リース ユーロ円債 500 500 

協同リース 短期社債 500 499 

協同リース 短期社債 500 499 

協同リース 短期社債 500 499 

興銀リース 短期社債 500 499 

オリックス 短期社債 500 499 

三菱ＵＦＪリース 短期社債 500 499 

三菱ＵＦＪリース 短期社債 500 499 

 小計 4,000 3,995 

 投資有価証券 

 満期保有目的

の債券 

Sumitomo Bank  
International Finance N.V. Series No.76 
円建期限付劣後債 

500 500 

 小計 500 500 

計 4,500 4,495 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の当期減少額（その他）のうち24百万円は洗替えによるものであり、0百万円は引当対象債権の回収

による戻入れによるものであります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

(百万円) 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高 
（百万円） 

有形固定資産              

建物 18,353 332 103 18,583 9,941 739 8,641 

構築物 2,438 80 42 2,476 1,533 95 943 

機械装置 28,568 530 198 28,900 23,283 1,550 5,616 

車両運搬具 392 37 23 406 332 30 73 

工具器具備品 3,290 197 123 3,364 2,679 237 685 

土地 5,869 1 － 5,870 － － 5,870 

建設仮勘定 241 1,646 288 1,599 － － 1,599 

有形固定資産計 59,155 2,825 779 61,201 37,770 2,652 23,430 

無形固定資産              

借地権 161 － － 161 27 6 133 

ソフトウェア 29 1,740 － 1,769 171 166 1,598 

ソフトウェア仮勘定 1,051 803 1,855 － － － － 

その他 0 － － 0 － － 0 

無形固定資産計 1,242 2,543 1,855 1,931 199 173 1,732 

長期前払費用 40 2 26 16 － － 16 

繰延資産 － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

資産の種類 項目及び金額（百万円） 

建設仮勘定 技術研究所 総合研究所 856 

建設仮勘定 板倉工場 食品部門製造設備 384 

建設仮勘定 深谷事業所 食品部門製造設備 262 

ソフトウェア 全社 新基幹業務システム 1,714 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 25 29 1 24 29 

賞与引当金 930 947 930 - 947 

役員賞与引当金 42 12 42 - 12 

役員退職慰労引当金 1,485 58 24 - 1,519 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１）現金及び預金 

２）受取手形 

(イ)相手先別内訳 

(ロ)期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 8 

預金の種類  

当座預金 4,263 

普通預金 500 

通知預金 250 

定期預金 1,910 

外貨預金 3 

別段預金 3 

小計 6,930 

合計 6,939 

相手先 金額（百万円） 

ノザキ製菓(株) 174 

日成産業(株) 148 

鈴木産業(株) 116 

クラシエホームプロダクツ(株) 105 

セキセイＴ＆Ｃ(株) 73 

その他 784 

合計 1,402 

期日別 金額（百万円） 

平成19年９月 121 

10月 406 

11月 401 

12月 292 

平成20年１月 124 

２月 50 

３月以降 4 

合計 1,402 



３）売掛金 

(イ)相手先別内訳 

(ロ)売掛金の発生及び回収ならびに滞留状況 

（注） 当期発生高には、消費税等が含まれております。 

４）商品 

５）製品 

６）原材料 

相手先 金額（百万円） 

森永乳業(株) 3,714 

サントリー(株) 2,226 

花王(株) 920 

キリンビバレッジ(株) 814 

キユーピー(株) 537 

その他 7,784 

合計 15,997 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

15,478 48,851 48,332 15,997 75.1 117.0 

品目 金額（百万円） 

フレグランス部門 0 

食品部門 515 

合計 516 

品目 金額（百万円） 

フレグランス部門 1,078 

食品部門 4,008 

合計 5,086 

品目 金額（百万円） 

天然香料 1,552 

合成香料 815 

合成原料素材 59 

調合香料 373 

食品原料 1,075 

合計 3,876 



７）仕掛品 

８）貯蔵品 

② 負債の部 

１）支払手形 

(イ)相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

品目 金額（百万円） 

合成部門 6 

食品部門 33 

合計 39 

品目 金額（百万円） 

研究用原材料 17 

包装資材 112 

燃料 8 

その他 66 

合計 204 

相手先 金額（百万円） 

デイリーフーズ(株) 370 

村上産業(株) 66 

(株)井上香料製造所 54 

日本製罐（株） 50 

宇津商事(株) 35 

その他 315 

合計 893 

期日別 金額（百万円） 

平成19年10月 312 

11月 311 

12月 269 

合計 893 



２）買掛金 

３）一年内償還予定新株予約権付社債 

（注）内訳は「1.連結財務諸表等 （1）連結財務諸表 ⑤連結附属明細表の社債明細表」に記載しております。 

４）退職給付引当金 

(3）【その他】 

 特記すべき事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

兼 松(株) 598 

花 王(株) 477 

三井物産（株） 268 

双日食料(株) 237 

池田糖化工業(株) 201 

その他 4,472 

合計 6,256 

金額（百万円） 

3,546 

区分 金額（百万円） 

未積立退職給付債務 5,918 

未認識数理計算上の差異 △200 

合計 5,718 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定に 

   よる請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに単元

   未満株式の売渡しを請求する権利以外の権利を有しておりません。 

事業年度 10月１日から９月30日まで 

定時株主総会 12月中 

基準日 ９月30日 

株券の種類 

100株券 
1,000株券 
10,000株券 
100,000株券 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 
３月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 
中央三井信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 
中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 210円（消費税等を含む） 

株券喪失登録に伴う手数料 １．喪失登録     １件につき9,030円（消費税等を含む） 

  ２．喪失登録株券   １枚につき 525円（消費税等を含む） 

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 
中央三井信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 
中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告とする。但し、事故その他のやむを得ない事由により電子公告
をすることができないときは、日本経済新聞に掲載する。 
公告掲載URL 
http://www.t-hasegawa.co.jp/ 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第45期）（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月22日関東財務局長に提出 

(2)半期報告書 

事業年度（第46期中）（自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月20日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

      平成18年12月21日 

長谷川香料株式会社      

  取締役会 御中    

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 川村  博   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 弥永 めぐみ  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている長谷

川香料株式会社の平成１７年１０月１日から平成１８年９月３０日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、長谷

川香料株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

      平成19年12月20日 

長谷川香料株式会社      

  取締役会 御中    

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 川村  博   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 弥永 めぐみ  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている長谷川香料株式会社の平成１８年１０月１日から平成１９年９月３０日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細

表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、長谷

川香料株式会社及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

      平成18年12月21日 

長谷川香料株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 川村  博   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 弥永 めぐみ  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている長谷

川香料株式会社の平成１７年１０月１日から平成１８年９月３０日までの第４５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、長谷川香

料株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

      平成19年12月20日 

長谷川香料株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 川村  博   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 弥永 めぐみ  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている長谷川香料株式会社の平成１８年１０月１日から平成１９年９月３０日までの第４６期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、長谷川香

料株式会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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